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1. プロジェクトの概要 

 

(1) プロジェクト実施の背景および経緯 

ドミニカ共和国は 1990 年代から継続して高い経済成長を遂げている。2010 年以降の経済

成長率の平均は 5％を超えており、堅調な経済成長が達成されている。最近、新型コロナウ

イルス感染症（COVID-19）のパンデミックにより、2020 年には経済成長に一時的な落ち込

みがあったものの、政府の適切な対応により急速な回復を見せ、2021 年には 12.3%の高成

長を達成している（図 1 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1：ドミニカ共和国の経済成長率の推移（中央銀行のデータ1に基づいて作成） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2：ドミニカ共和国の一人当たり国内総生産の推移2 

                                                  
1 https://www.bancentral.gov.do/a/d/2533-sector-real の Producto Interno Bruto (PIB) per Cápita, 
RD$ y US$より作成 
2 ドミニカ共和国中央銀行データ（https://www.bancentral.gov.do/a/d/2533-sector-real）より作成。 
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このような経済成長率を反映して、一人当たり国内総生産（GDP）も継続して成長してお

り、2021 年には 8,537 ドルに達した（図 2 参照）。順調な経済成長は、貧困削減や地域間格

差の軽減にも貢献したものの多くの課題が残っているため、2020 年 8 月に発足したルイス・

アビナデル大統領が率いる現政権は、「地域に住む人々に届く政府政策」の実現を公約に掲

げて課題の解決に取り組んでいる。 

 

ドミニカ共和国政府は行政機能と能力強化の重要性を認識し、2000 年代半ばに効果的な

ガバナンスの促進と、公共政策の効果向上に向けた法律や施行細則群を制定した。その中の

一つに、2006 年に承認された法律第 498-06 号「国家計画・公共投資システム法」（Sistema 

Nacional de Planificación e Inversión Pública：SNPIP）がある。同法は、経済成長とそれによっ

て得られる利益を活用して、国民のニーズを汲んだ政府政策とセクター政策を、計画的かつ

効果的に実施することを目的にしている。この目的を達成するため、中央政府レベルでは、

全省庁に対して地域のニーズを考慮した省およびセクター政策の策定とその実施を求めて

いる。地域レベルでは、地域のステークホルダーにより構成される開発評議会を市および県

レベルで設置し、地域ニーズを取りまとめることを定めている。また法律第 176-07 号「地

方自治体法」（2007 年成立）では、地方自治体による市の開発評議会（Consejo de Desarrollo 

Municipal：CDM）の形成と、同評議会を中心にした関連アクター参加型での市開発計画（Plan 

Municipal de Desarrollo：PMD）の策定が定められた。 

 

SNPIP の適用促進に必要な市の計画策定能力の強化を図るため、ドミニカ共和国政府の要

請を受け、JICA は経済企画開発省（MEPyD）を実施機関とする技術協力｢地方自治体計画策

定能力強化プロジェクト（Proyecto de Desarrollo de Capacidades para la Eficiente Planificación y 

Gestión del Desarrollo Territorial en la Provincia de Dajabón: DECADA）を 2012 年から 2015 年

にかけて実施した。同プロジェクトでは、北西部のダハボン県全 5 市において、市開発評議

会（CDM）の形成と市開発計画（PMD）の策定支援と、PMD に基づく公共事業実施に関す

る技術的支援が行われ、市レベルでのニーズに基づく計画的な公共事業実施が促進された。

一方、SNPIP は市の管轄を超える地域ニーズを中央政府の事業計画に反映させることを、定

めているが、具体的な反映の仕組みが整っていないことが明らかになった。このため、プロ

ジェクト実施期間の後半は、パイロットセクター省庁である観光省（MITUR）、農業省（MA）

および社会政策調整委員会（Gabinete de Coordinación de Políticas Sociales：GCPS）と、ダハ

ボン県 5 市の当該セクター代表が協議する場、「セクター技術テーブル（Mesa Técnica 

Sectorial：MTS）」を設置し、セクター省庁の既存事業や新規事業に地域ニーズを反映させる

ための試行に取り組んだ。その結果、各市の計画策定・実施能力の向上や、パイロットセク

ター省庁の県レベルの協議への参画、SNPIP 実施の主管部署である MEPyD 下の国土開発局

（Dirección General de Ordenamiento y Desarrollo Territorial: DGODT）、公共投資局（Dirección 
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General de Inversión Pública: DGIP）、経済社会開発局（Dirección General de Desarrollo Económico 

y Social: DGDES）の 3 局間の調整改善や、MEPyD とセクター省庁との調整メカニズムの創

出に一定の成果が得られた。 

 

上述の通り、先行プロジェクト（DECADA）を通じて、ダハボン県の 5 市においては市レ

ベルにおける開発計画策定能力が向上した。これは地域における SNPIP 適用に向けた一歩

と言えるが、SNPIP の完全な適用のためには、①県開発協議会(Consejo de Desarrollo 

Provincial: CDP)形成および PMD 策定のための方法論の確立、②市レベルの地域ニーズを県

レベルで集約する方法論の確立、③集約された地域ニーズを中央政府の各省庁の政策に反

映させる仕組みの構築など、さらに大きな課題が残されていた。 

 

以上を踏まえ、ドミニカ共和国政府は、先行プロジェクトで得られた経験や知見、人材な

どを十分に活用して、同県を含む北シバオ地域レベルに拡大する形でこれら 3 つの課題に

取り組み、SNPIP の全国展開を見据えた体制構築・機能強化を図るため、日本政府に対して

技術協力プロジェクト「地方自治体計画策定能力強化プロジェクト（フェーズ 2）」の実施

を要請した。 

 

これに対し JICA は、2016 年 6 月に詳細計画策定調査の実施を通じてプロジェクトの詳細

を協議し、2016 年 8 月のドミニカ共和国新政権発足後の政府人事異動に伴う修正と、詳細

計画策定調査時の合意に基づく案件名称の変更（新案件名称「北シバオ地域における地方自

治体計画策定能力強化プロジェクト」）を経て、2016 年 12 月 21 日に技術協力事業合意文書

（R/D）に署名した。 

 

(2) プロジェクトの目的 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プロジェクト目標 

プロジェクト対象地域において、経済企画開発省（MEPyD）、中央省庁およびCDM

を含む地方自治体によって、ローカルニーズに基づいた国家計画・公共投資システム

（SNPIP）の適用が促進される。 

 

期待される成果 

1. PMDに反映されたニーズに基づいて、県・市レベルのローカルニーズが集約され

る仕組みが確立される。 

2. 中央省庁の計画（PEIまたはPES、POA）に県レベルで集約されたニーズを反映

させるための仕組みが構築される。 
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【解説】 

本プロジェクトは地方自治体の計画策定能力の強化を起点として、その結果得られる地

域ニーズを取りまとめ、中央省庁が実施する政策への反映を試行し、省庁の政策に反映させ

る仕組みの構築を目指している。この一連の試行は、法律で規定された国家計画・公共投資

システム（SNPIP）の枠組みを踏まえて行い、最終的にSNPIPの実践的な適用の仕組み構築

を目的にしている。 

 

SNPIPは3つの上位政策、国家開発戦略（Estrategia Nacional de Desarrollo：END）、政府政

策（Programa de Gobierno）、持続可能な開発目標（Objetivo de Desarrollo Sostenible：ODS）

と、中央省庁の政策、それに地方自治体のPMDで抽出する地域ニーズを連結させる国家シ

ステムである。そして経済企画開発省（MEPyD）が実施の責務を担う。（図3参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3：国家計画・公共投資システムの機能構造3 

 

地域のニーズと上位政策を各省の政策に反映させて、国家開発の推進を実現するという

SNPIPのデザインは理想的だが、ドミニカ共和国には158の地方自治体（市）があり、また中

                                                  
3 経済企画開発省設置法（Ley No. 496-06 que crea la Secretaría de Estado de Economía, Planificación y Desarrollo）、
経済企画開発省機能細則大統領令（Decreto No. 231-07 que establece el Reglamento Orgánico Funcional de la 
Secretaría de Estado de Economía, Planificación y Desarrollo）、国家計画・公共投資システム法（Ley 498-06 que 
crea el Sistema Nacional de Planificación e Inversión Pública）、同法適用細則大統領令（Decreto No. 493-07 que 
aprueba el Reglamento de Aplicación No. 1 para la Ley No. 498-06 de Planificación e Inversión Pública）に基づき

プロジェクトが作成。 

上位政策 成果 2対象領域 

成果 1対象領域 
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央省庁側にも主要なもの（XX省と名の付くもの）だけでも23省、さらに各省の下部組織を

含めると300を超える公的機関が存在する。法律のデザイン通りにSNPIPを機能させるため

には、これら500近い関係組織との調整が必要となる高調整コストなシステムと言える。 

 

2006年12月のSNPIP法の公布以降、SNPIP適用の努力は部分的に行われてきた。地域レベ

ルでは地方自治体によるCDMの形成とPMDの策定が、また中央レベルでは省庁による省戦

略計画（Plan Estratégico Institucional：PEI）とセクター戦略計画（Plan Estratégico Sectorial：

PES）の策定が、いずれも限定的な範囲にとどまっていた。またこれらの策定時期に関して

も、PMDは地方統一選挙後の市長の着任から6か月以内（地方自治体法）、PEIとPESは4年

ごとの政権交代後、3か月以内の策定（SNPIP法）が義務付けられているが、双方とも期限内

に策定されるケースはほぼなかった。 

 

上述のようなSNPIPのデザインとSNPIP適用上の課題や現状を踏まえ、地域ニーズに基づ

いたSNPIP適用を関係アクターと共に促進することがプロジェクト目標とされている。また

プロジェクト目標への到達手段として、自治体でのPMD策定支援と、そこで抽出した地域

ニーズ集約の仕組みの構築が成果1に、さらに成果1で集約された地域ニーズの中央省庁の

政策への反映の仕組み構築が成果2に掲げられている。 
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2. 活動内容 

 

本プロジェクトは2017年4月に開始された。プロジェクト実施期間は3つの期に分けられ

ており、2017年4月からの21か月を第1期、2019年1月からの19か月を第2期、2020年8月から

の19か月を第3期として、プロジェクト終了は2022年3月を予定していた。しかしながら2020

年初頭から始まった新型コロナウイルスの感染拡大により、プロジェクト活動の実施が大

きく制限された。専門家の渡航は2021年4月に再開されたものの、予定していた計画に大き

な遅れが出た。このことから第3期が1年間延長されることになり、プロジェクトの実施期間

は全体で2017年4月から2023年3月までの計6年間になった。 

 

 

(1) 第1期（2017年4月～2018年12月） 

 

【第 1 期活動の要約】 

プロジェクトの目標は、国家計画・公共投資システム（SNPIP）の適用促進にあり、その

ためにプロジェクト対象地域で必要な取り組みを実践することで、地域ニーズ集約の仕組

みの構築と、集約された地域ニーズを中央省庁の政策に反映させるための仕組みの構築を

目指すものである。これは対象地域のニーズとパイロット省庁での取り組みが限られると

は言え、部分的にしか適用されていないシステムの機能全体の稼働を目指している点で、野

心的な取り組みである。第 1 期ではこの取り組みを実施するため、プロジェクト体制の構築

と、システム適用の試行に不可欠となる地域ニーズの抽出に関する活動を主に実施した。 

 

第 1 期は主に以下の活動項目を実施した。 

 

 プロジェクト実施体制の整備 

 ベースライン調査の実施 

 パイロットセクター省庁の候補の抽出 

 プロジェクト実施体制の再検討  

 第 1 期対象地域（自治体）の検討・決定 

 第 1 期対象市の開発評議会（CDM）の形成支援 

 第 1 期対象市の開発計画（PMD）の策定支援 

 その他の活動（課題別研修の実施支援） 

 

上記項目に準じ、実施した活動の要約を説明する。 
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a. プロジェクト実施体制の整備 

プロジェクトの実施協議合意文書（R/D）に基づいて、2017 年 4 月初めから準備を開始し

た。プロジェクトチーム側で業務計画書（案）を作成し、JICA ドミニカ共和国事務所（以

下、JICA 事務所）と協議し、その結果を踏まえてワークプラン（案）を作成、C/P への説明

と協議を経て、2017 年 5 月 29 日に第 1 回合同調整委員会（CCC）でワークプランの内容に

合意した。 

 

プロジェクト開始にあたり、MEPyD 側では地域事務所の開設に取りかかり、2017 年 6 月

に北シバオ地域事務所長任命、7 月には地域事務所物件選定、職員の配置などが行われ、北

シバオ地域中核都市であるサンティアゴ市に地域事務所が開設された。これによりプロジ

ェクトの実施体制が整備された。 

 

b. ベースライン調査の実施 

プロジェクト・デザイン・マトリクス（PDM）の指標に関する現状確認と、中央省庁や対

象地域の自治体における SNPIP の適用状況の把握を目的とするベースライン調査を、2017

年 8 月から 11 月にかけて実施した。中央レベルでは、パイロット省庁の選択を視野に対象

機関のリストアップに取りかかり、計 105 機関のロングリストを作成し、これら組織の情報

収集を行った。収集情報をレビューして SNPIP 適用の効果が高いと考えられる 19 省庁を選

定し、訪問調査した。地域レベルでは、プロジェクトの対象地域である北シバオ地域の市開

発評議会（CDM）の形成状況や市開発計画（PMD）の策定状況など、SNPIP 適用状況の把

握と、地域に関する PDM の指標の確認を目的に実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 に示したのは、プロジェクト開始時における対象県各市の SNPIP 適用度合い、すなわ

ち市企画室（OMPP）設置、CDM 形成、PMD 策定の割合を示したものである。先行プロジ

ェクト DECADA が実施されたダハボン県での適用状況が抜きんでていることから、先行プ

ロジェクト終了後（2015 年～2017 年）も各市の取り組みが継続されていたことが分かった。

図 4：対象地域における SNPIP 適用状況（プロジェクト開始時） 
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その他の各市での取り組みはまちまちであり、県レベルでのまとまった取り組みが行われ

ていないことが分かった。 

 

中央レベルのベースライン調査は、前述のように中央省庁 105 組織の情報収集と、収集さ

れた情報に基づく SNPIP に関連が深く、かつ地域への影響が大きい省庁をリストアップし

た。その結果 19 省庁がリストアップされ（以下の表 1）、これらの省庁を訪問調査した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

c. パイロットセクター省庁候補の抽出 

上述した中央省庁を対象とするこのベースライン調査は、パイロット省庁の選定を目的

にしたものである。プロジェクトは MEPyD の計画次省 3 局4と協議して、パイロット省庁

の選定のためのクライテリアを作成した。その基準は、1）地域における省庁のプレゼンス、

2）SNPIP 適用ツール5の有無、3）SNPIP 適用ツールの運用状況、4）地域ニーズへの予算措

置の有無、5）SNPIP 適用の組織的位置づけ―の 5 つである。このクライテリアを用いて検

討した結果、農業省と商工省が選定され、合同調整委員会での承認を得て正式にプロジェク

トのパイロット省庁に定められた。 

 

d. プロジェクト実施体制の再検討 

2017 年末から 2018 年初頭にかけて、MEPyD は北シバオ地域事務所の機能を整理した。

つまり、地域事務所設置の背景と経緯、法的根拠、意義、目的、機能、責任の範疇、組織構

                                                  
4 MEPyD の計画次省には SNPIP の適用を管轄する 3 局、経済社会開発局（DGDES）、公共投資局（DGIP）、
国土開発局（DGODT）があり、プロジェクトの C/P に位置付けられている。なお、DGODT は 2021 年 2 月

11 日の大統領令「中央省庁組織改正令」により、土地利用・地域開発次省（VIOTDR）に改編された。 
5 ここでいう適用ツールとは、省庁の省戦略計画（PEI）やセクター戦略計画（PES）、年間事業計画（POA）

を意味している。 

表 1：中央レベルベースライン調査の結果選定されたパイロット省庁候補リスト 
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造、人員構成、ポジションと役割、プロトコル、運営に必要な予算などが決定された。これ

を受け、MEPyD は JICA 事務所およびプロジェクトチームに対して、プロジェクト実施体

制の一部修正を求めた。その結果、プロジェクトチームはサンティアゴ市の MEPyD 北シバ

オ地域事務所内に拠点を移して活動することになった。 

 

e. 第 1 期対象地域（自治体）の検討・決定 

プロジェクトは、第 1 期に北西部 4 県（ダハボン県、モンテクリスティ県、サンティア

ゴ・ロドリゲス県、バルベルデ県）、第 2 期には北シバオ地域の残りの 3 県（プエルトプラ

タ県、エスパイジャ県、サンティアゴ県）、そして大統領選後に始まる第 3 期には、北シバ

オ地域全 7 県で活動する計画だった。これに対し MEPyD 側から、先行プロジェクトの成果

を参考にしつつ、第 1 期にモンテクリスティ県、バルベルデ県、エスパイジャ県の全市とサ

ンティアゴ県 10 市中 4 市の計 17 市、第 2 期には北シバオ地域の残り 24 の各市を対象に活

動するよう要請された。プロジェクトでは JICA 事務所とも協議して、MEPyD 側の提案を

受け入れ、第 1 期の対象を以下の通りとした。 

 

モンテクリスティ県  バルベルデ県 

 モンテクリスティ市 

 カスタニュエラ市 

 グアジュビン市 

 ラス・マタス・デ・サンタ・クルス市 

 ペピジョ・サルセド市 

 ビジャ・バスケス市 

  マオ市 

 エスペランサ市 

 ラグナ・サラダ市 

 

エスパイジャ県  サンティアゴ県 

 モカ市 

 カジェタノ・ヘルモセン市 

 ハマオ・アル・ノルテ市 

 ガスパー・エルナンデス市 

  ビジャ・ビソノ市 

 ビジャ・ゴンサレス市 

 タンボリル市 

 リセイ・アル・メディオ市 

 

f. 第 1 期対象市の開発評議会（CDM）の形成支援 

プロジェクト実施体制と活動計画修正の合意後、2018 年 3 月初頭以降、地域事務所と協

力して対象市の CDM 形成支援を開始した。その結果、2018 年 7 月のモカ市を最後に対象

17 市全市での CDM 形成が終了した。この際、市の環境により所要時間が大きく左右され

ることが分かった。過去に CDM 形成の経験がある場合は、モンテクリスティ市のように 1

日のみで手続きが終わる場合もあったが、未経験の場合は、おおむね 2 か月を要した。 

 

上記の経験を踏まえ、MEPyD による支援の全国展開を考慮し、必要コストについても検

討した。対象は主に訪問に要した燃料費と人的コストである。その結果、1 市当たりの平均

訪問回数は約 3.4 回で、燃料費の合計は約 7 万 2000 ペソ（日本円で約 16 万円）、人的コス

トは 3 月から 7 月までの 5 か月間で約 16 万 5000 ペソ（約 36 万 5000 円）かかった。CDM
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形成だけで 1 市の支援コストは 25 万ペソ（50 万円強）近く要したことになる。プロジェク

ト対象地域全体を考えると 1000 万ペソ（約 2000 万円）かかる計算で、さらにコストのかか

る PMD 策定が加わることを考えると、コスト削減に取り組むべきことが認識できた。 

 

g. 第 1 期対象市の開発計画（PMD）の策定支援 

PMD は、4 年ごとに行われる地方統一選挙で選出された市長によって、就任後 6 カ月以

内に策定することが地方自治体法で定められている。しかしほとんどの市には、独自に PMD

を策定する能力がない（と認識されていた）ため、これまでは DGODT や全国市長連合会

（FEDOMU）が CDM 形成と PMD 策定を支援してきた。プロジェクトの実施にあたり、北

シバオ地域事務所とプロジェクトが、DGODT とも協議しながら CDM 形成・PMD 策定を支

援することで合意した。加えて DGODT がこれまでの支援経験を通じて作り上げた PMD 策

定方法には、以下の 2 つの課題があることも確認した。プロジェクトによる PMD の策定支

援は、全国展開を想定した仕組みを作り上げることにあるため、これら 2 つの課題克服とい

う視点は、上記のコストの問題と共に重要である。 

 

 地域診断と開発計画が連動していない：開発計画が地域診断の結果を踏まえて策定さ

れていない。現行の方法では地域診断に 3～4 カ月を要するため、並行して開発計画の

策定を行わざるを得ず、結果として計画が地域診断の結果に基づかないものになって

いる。また両者を結び付ける明確な方法論が示されていないことも理由の一つになっ

ている。 

 PMD が 6 か月以内に策定できない：地方自治体法では、市長着任後 6 か月以内の PMD

策定を義務付けている。PMD は CDM を通して策定されるので、CDM 形成と PMD 策

定を 6 カ月以内で終わらせる必要がある。4 年ごとに市長は変わるので、全国 158 市の

PMD は 4 年ごとに同時に策定されなければならないが、DGODT の手法では、1 市当た

りおおむね 6 カ月を要している。また同局内での PMD 策定支援人材は限られており、

国内全市の PMD 策定を 6 か月以内に終わらせることは不可能である。 

 

以下は、プロジェクトが地域事務所と共に支援した対象市における地域診断と計画策定

の現状についての説明である。 

 

① 地域診断 

第 1 期の活動対象 17 市の CDM の形成の終了に続き、2018 年 7 月からは対象各市の地域

診断のための情報収集と、収集された情報の取りまとめを支援した。その際、これまでに支

援してきた DGODT や FEDOMU の取り組みとの間に、大きな齟齬が生じないよう配慮し

た。地域診断に含まれる情報は、歴史・地理情報、地域行政、社会開発、経済動向、環境・

自然資源、土地利用・交通、インフラと基本サービス、リスクと災害管理など多岐にわたり、
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これらの情報の収集は容易ではない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プロジェクトでは収集する情報を、市が関係者から直接聞き取るか調査して得る情報（1

次情報）と中央省庁や関係機関が所有する情報（2 次情報）に分け、収集情報リストを作成

の上、情報の出所をフォーマット内に記載した。これにより必要情報へアクセスが格段に容

易になった。さらに、アクセスした情報源から情報をコピーすることで、自動的に図表が作

成され PDM に掲載できるようにエクセルのシートを作成し、あわせてこの地域診断情報フ

ォーマットの使用の手順書も作成した。図 5 に手順書のイメージ（抜粋）を示した。このよ

うにして収集された情報は、国家開発戦略（END）の 4 軸6ごとに整理した。 

 

② 計画策定 

本節の冒頭で述べた「地域診断と開発計画が連動していない」、「PMD が 6 か月以内に

                                                  
6 END の 4 軸とは、第 1 軸：制度、第 2 軸：社会・文化、第 3 軸：経済、第 4 軸：環境、の 4 分野を指し

ている。 

データフォーマットの一部。リンクが示されている。 データをコピー＆ペーストする表。データを入力す

るとグラフが自動で作成される。 

人口を記入するデータ表。記入されたデータは集

計されて右のイメージのように出力される。 

データ表に記入（コピー＆ペースト）されたデータ

は自動的に編集されて出力ページが出来上がる。 

図 5：PMD のための基礎情報収集・整理のためのフォーマットのイメージ 
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策定できない」という 2 つの課題を念頭に置き、かつ PMD 策定支援を地域事務所が行うこ

とを想定して策定方法の改善に着手した。まず DGODT と FEDOMU による PMD 策定プロ

セスをレビューし、地域診断の結果が計画策定に反映されて国家開発計画（END）との整合

性も担保できるよう、手法のデザインを一部修正した。修正に当たっては PMD 策定期限（6

か月以内）も考慮し、要素を必要最小限に絞った。修正案の基本デザインを図 6 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域診断の情報7は END の 4 軸に従って取りまとめる。その後 CDM メンバーを中心とし

たワークショップを開催し、地域診断に基づく市の現状を踏まえて市の開発ビジョンを暫

定的に作成する。これにより市が目指す発展の方向性を関係者間で共有する。続いて地域診

断情報を用いて軸ごとに SWOT 分析した上で市が解決すべき主要な開発課題を抽出する。

それら主要課題の問題分析から戦略ラインを作成し、取りまとめて戦略目標を作成する。暫

定的に策定した市の開発ビジョンと戦略目標の論理関係を検討し、必要に応じて修正を加

えて市の開発ビジョンを確定させる。その後は各戦略目標と戦略ラインを目標に置いて目

的（ツリー）分析を実施する。個別事業の策定については PCM 手法を活用して行う、とい

う流れである。個別事業のうち市の管轄領域を超えるものは、県レベルでニーズを集約して

取りまとめて、MEPyD を通してセクター各省庁につなぐ。 

                                                  
7地域診断は、DGODT と FEDOMU の意向を受け、PMD と市土地利用計画（PMOT）の要素を合わせたも

のにした。これは各市で後に策定される予定の PMOT に関して、策定時に地域診断の情報が活用できる

よう配慮したものである。 

図 6：PMD 策定方法の改善提案 
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以上の基本デザイン作成後、まず北シバオ地域事務所内での了解を得てから DGODT に

説明した。 

 

h. その他の活動（課題別研修の実施支援） 

2018 年 5 月に課題別本邦研修「参加型地域開発のための地方行政強化」が実施され、北

シバオ事務所長と対象地域の 2 市の市長が参加した。プロジェクトチームからは、JICA 本

部の産業開発・公共政策部（当時）と JICA 北海道センターの協力を得て、専門家 1 人が研

修に一部同行することができ、研修後半に行われた現地視察とアクションプランの作成を

支援した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

視察先の北海道東川町の取り組みは、「写真の町・東川」、「ひがしかわ株主制度」、「移住促進」などの取

り組みを、市がけん引役となり、住民を巻き込む形で長期にわたって実施しており、その結果、地方の

自治体で過疎化が進行する中、住民数の増加を実現している。特に「写真文化首都・東川」という町の

開発政策は 34 年前に策定されたもので、「写真甲子園」という全国コンクールの実施を通して、歴代の

市長が引き継ぎ発展させた例である。ドミニカ共和国から参加した地域事務所長も 2 人の市長も、市役

所の職員が民間会社の営業マンのように全国を飛び回る様子を聞き、地方行政の在り方に新たな視点を

開かれたと感想を述べていた。また市が実施する政策を、（東川町のように）長期にわたって実施させ

ることがいかに重要かを理解し、特に地域事務所長は中・長期計画策定の重要性を、地域事務所の果た

すべき役割と考えるようになったと述べた。ドミニカ共和国とは条件や背景が全く異なるものの、これ

ら自治体の内発的開発の取り組みは、参加者に強いインパクトを与えたようで、それがそれぞれのアク

ションプランの内容につながっている。 
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(2) 第2期（2019年1月～2020年7月） 

 

【第 2 期活動の要約】 

MEPyD 北シバオ地域事務所設置と事務所機能および活動方針の整備を受け、プロジェク

ト実施体制、プロジェクトのデザインと活動計画を修正して、地域事務所の機能強化を目標

達成の手段に置いて対象地域でのプロジェクト活動が開始された。第 1 期の対象市での

CDM 形成・PMD 策定支援は、地域事務所作成の計画をプロジェクトが支援したが、上記変

更による遅れもあり、第 1 期中に終了できなかった。この結果を受け、第 1 期対象地域での

活動を継続しつつ、地域事務所に実施方法の抜本的な改善を提案した。改善を検討中の 2019

年 9 月、北シバオ地域事務所を含む国内 3 つの全地域事務所の閉鎖が MEPyD 大臣から通達

され、プロジェクト拠点がサントドミンゴに移された8。この変更により、プロジェクト実

施体制とプロジェクトデザインの変更が必要となった。支援対象各市へのフォローを継続

しつつ、MEPyD 側と断続的に協議し、中央を拠点とするプロジェクトデザインと実施体制

を C/P と共に検討した。2020 年 2 月 10 日の臨時合同調整委員会（CCC）で新たなプロジェ

クトデザインと実施体制が承認され、新体制の下で活動を再開した。その直後の 2020 年 3

月、COVID-19 が急速にドミニカ共和国内で広がり、活動計画の実施に支障が出た。 

 

第 2 期に実施した主な活動項目は以下の通りであった。 

 

 第 1 期対象市における CDM 形成・PMD 策定支援の実施（継続） 

 第 2 期対象市における CDM 形成・PMD 策定支援 

 第 1 期対象市で実施した活動の総括 

 CDM 形成・PMD 策定支援方法の改善提案 

 地域事務所の閉鎖とプロジェクト・デザインの変更および実施体制の再構築 

 CDM 形成・PMD 策定支援方法・ツールキットの作成 

 CDM 形成・PMD 策定支援研修の準備と実施 

 対象 4 県 17 市の PMD 策定支援準備（COVID-19 対策を講じたうえで） 

 新型コロナウイルス感染拡大によるプロジェクト活動計画の修正 

 

                                                  
8 2019 年 7 月 31 日の大統領令により、フアン・アリエル・ヒメネス氏が MEPyD 大臣に就任した。MEPyD
新大臣は MEPyD を「ドミニカ社会のための効果的な公共政策開発の政府内の主要シンクタンク」と位置

づけ、省内の現状把握を行った（https://mepyd.gob.do/juan-ariel-jimenez-se-compromete-impulsar-los-aportes-del-
mepyd-al-desarrollo-republica-dominicana/参照）。継続した経済開発と人間開発に向けた取り組みを強調し、

省内での取り組みの改革に着手する中、MEPyD 地域事務所の在り方が再検討され、地域事務所の閉鎖が決

定された。プロジェクトチームのサントドミンゴへの移転は、プロジェクトの取り組みに加えて先行プロ

ジェクトの DECADA の取り組みがポジティブに大臣官房長から大臣に伝わり、大臣から「ぜひ MEPyD 本

省からプロジェクトを実施してほしい」という依頼につながった。これには大臣との会見時に、プロジェ

クト側から具体的な改善提案が準備できていたことが大きかった。 
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以下、上記活動項目に沿って実施した活動の要約を記す。 

 

a. 第 1 期対象市における CDM 形成・PMD 策定支援の実施（継続） 

対象 17 市への CDM 形成・PMD 策定支援の活動が第 1 期中に終了しなかったため、第 2

期にも第 1 期支援対象各市での支援活動を継続した。2019 年 9 月には北シバオ地域事務所

が閉鎖され、事務所による支援は中断された。プロジェクトは支援を継続し、以下の 13 市

の PMD 策定の支援を完了させた。 

 

モンテクリスティ県  バルベルデ県 

 モンテクリスティ市 

 カスタニュエラ市 

 ラス・マタス・デ・サンタ・クルス市 

 ペピジョ・サルセド市 

 ビジャ・バスケス市 

  マオ市 

 エスペランサ市 

 ラグナ・サラダ市 

 

エスパイジャ県  サンティアゴ県 

 ガスパー・エルナンデス市 

プエルトプラタ県 

 ソスア市 

  ビジャ・ビソノ市 

 ビジャ・ゴンサレス市 

 リセイ・アル・メディオ市 

 

活動計画が大きく遅れた主因は、第 1 に CDM 形成・PMD 策定の方法論が確立されてい

なかったことが挙げられる。プロジェクトでは DGODT と FEDOMU の取り組みをベースに

方法論を提案していたが、市が取り組むための体系的なツールに取りまとめ切れていなか

った。加えて地域事務所職員には CDM 形成・PMD 策定の支援経験がなく、結果として市

での活動に膨大な時間を割くことになった。地域事務所職員や県コーディネータを活動の

主体としたため、訪問コストが予算でカバーできないほど膨らんだことは、他の地域に適用

可能な仕組みの構築のためにもクリアすべき課題として認識された。 

 

b. 第 2 期対象市における CDM 形成・PMD 策定支援 

第 1 期は MEPyD の北シバオ地域事務所が提案する方法に従って活動したが、計画の進捗

に大きな遅れと大幅なコスト超過が出た。第 2 期からは対象地域のうち 2 県をパイロット

地域に位置づけて、プロジェクト主導での活動を提案した。北シバオ地域事務所長の了承を

得て、プロジェクトは 2019 年 3 月から活動を準備し、同 5 月からパイロット 2 県 8 市9で活

動を開始した。この取り組みの目的は、効率化による支援の時間とコストの大幅な削減だっ

た。 

 

                                                  
9 パイロット地域の 2 県 8 市は、ダハボン県の 5 市（ダハボン市、ロマ・デ・カブレラ市、パルティド

市、エル・ピノ市、レスタウラシオン市）とサンティアゴ・ロドリゲス県の 3 市（サン・イグナシオ・

デ・サバネタ市、モンシオン市、ビジャ・ロス・アルマシゴ市）である。 
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活動開始にあたってまず実施体制の見直しを行った。C/P とプロジェクト専門家が活動の

統括を担い、県コーディネータを支援対象各県に置き、県下各市の市企画室（OMPP）職員

を支援する体制（カスケード方式）とした。なお県コーディネータは将来、地域開発の中核

人材として育成することを念頭に専門家が指導し、県コーディネータが各市の OMPP 職員

による CDM 形成・PMD 策定支援ができるよう指導することを目指した。図 7 は実施体制

のイメージである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

パイロット地域での取り組みは 2019 年 5 月から開始した。パイロット県の一つであるダ

ハボン県の各市は、先行プロジェクト DECADA によって OMPP 職員と CDM メンバーの能

力・経験が蓄積されていたため、5 市中 3 市では支援の開始から 3 カ月余りで PMD の事業

計画作成まで進んだ。サンティアゴ・ロドリゲス県については、これまでに DECADA のよ

うな支援を受けてきた経験がないこともあって、CDM 形成から支援しなければならないケ

ースもあったため、より時間を要した。さらに採用した県コーディネータの CDM 形成と

PMD 策定の知識・経験が不足していたことなども、想定以上に時間を要した原因になった。

プロジェクト内で対応を検討したところ、①各活動の手順の明確化が不十分、②使用するツ

ールの一部が複雑すぎる（適用に能力を要する）、③県コーディネータが議論を主導しすぎ

る、④プロセスと成果が明確でないことに起因する会議回数の増加、などが挙げられた。こ

れにより、市を支援する人材の能力に成果が左右されないようなツールの開発の重要性が

強く認識された。次節以降に述べる活動の総括と支援方法の改善は、この認識の下で行われ

た。 

 

c. 第 1 期対象市で実施した活動の総括 

第 1 期対象市での活動計画の大きな遅れを受け、第 2 期対象市での活動を開始にあたり、

図 7：プロジェクトによるパイロット県での活動実施体制 

専門家 
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第 1 期対象市で実施した活動のレビューを行った。 

 

実施した活動プロセスの洗い出し：CDM 形成と PMD 策定に関しては、DGODT 作成のプ

ロセスとツール類があったが、体系化（特に地域診断結果が計画策定に連携していない点）

や想定されているコンテンツの多さと整理に大きな課題があった。プロジェクトは、実際の

活動に基づいて基本プロセスを検討し、表 2 および表 3 の通り、CDM 形成は 6 プロセス、

PMD 策定は 5 プロセス（小項目を含めると 20 プロセス）に整理した。 

 

 

   活動 参加者 

2-1 市役所の関係者に対する説明 市長、市議

2-2 市民代表者に対する説明 市民組織代表

2-3 市民代表の選出 市民組織代表

2-4 CDM 宣誓式 市長、市議会議長、選出済の市民組織代表

2-5 CDM 内規の作成と承認 CDM

2-6 市議会による CDM の承認 市議会（Regidores）

 

 

  活動 参加者

3-1 テーマ別ローカルテーブルの形成  

3-1-1  国家開発計画に基づく紹介とテーブル形成 CDM 代表、市役所担当者、その他関係者

3-2 地域診断  

3-2-1  第 1 次情報の収集 CDM 代表、市役所担当者、その他関係者

3-2-2  第 2 次情報の収集（地域事務所職員） 地域事務所関係者のみ

3-2-3  地域地図の設計と作成 地域事務所関係者のみ

3-2-4  地域情報の取りまとめと質問票の作成 地域事務所関係者のみ

3-2-5  地域情報の検証 CDM 代表、市役所担当者、その他関係者

3-2-6  市役所の技術委員会の形成 市役所の関係者

3-2-7  PMD 策定作業開始の市内への周知 すべての関係者

3-3 シナリオ・スローガン・ビジョンの決定  

3-3-1  重要課題の同定 地域事務所関係者のみ

3-3-2  現状のシナリオの作成 CDM 代表、市役所担当者、その他関係者

3-3-3  改善手段の検討 CDM 代表、市役所担当者、その他関係者

3-3-4  望ましい将来シナリオ作成と責任者の同定 CDM 代表、市役所担当者、その他関係者

3-3-5  スローガンと市の開発ビジョンの作成 CDM 代表、市役所担当者、その他関係者

3-4 戦略ラインの同定  

3-4-1  シナリオと重要課題のレビュー CDM 代表、市役所担当者、その他関係者

3-4-2  重要課題ごとに SWOT 分析（重要要素の同定） CDM 代表、市役所担当者、その他関係者

3-4-3  開発目標の決定（重要要素のクロス分析） CDM 代表、市役所担当者、その他関係者

3-4-4  開発戦略の決定（目的分析） 地域事務所関係者のみ

3-5 開発事業の同定と優先度の検討  

3-5-1  重要課題に応じた目的分析・戦略分析 CDM 代表、市役所担当者、その他関係者

3-5-2  実施可能な開発事業の同定 CDM 代表、市役所担当者、その他関係者

3-5-3  事業の分類と優先度検討 CDM 代表、市役所担当者、その他関係者

 

訪問回数のレビューと訪問にかかるコスト計算：次に対象市への訪問数と訪問コストをレ

表 2：CDM 形成ための活動プロセスと訪問数・動員人員数 

表 3：PMD 策定のための活動プロセスと訪問数・動員人員数 
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ビューした。地域事務所では上述の活動のほとんどをプロジェクトの支援で実施したため、

支出の記録から訪問回数とコストを計算することができた。第 1 期対象市の 17 市（実際に

は 15 市10）への訪問回数は 346 回（うち CDM 関連で 57 回、PMD 関連で 289 回）で、県コ

ーディネータの人件費、車両の燃料費と維持費用などを加えた訪問費用の総額は 7,764,885

ペソだった。単純計算すると 1 回の訪問に 22,442 ペソ、1 市当たり 517,659 ペソ、円換算で

1 市当たり 100 万円強のコストがかかっている。このコストを北シバオ地域 41 市に当ては

めると約 2000 万ペソの予算が必要になり、事務所長によるとこれは地域事務所の予算を大

幅にオーバーしているとのことだった。 

 

PMD 策定までに要した時間：レビューを行った 2019 年 4 月中旬時点で、第 1 期対象 17 市

のうち 9 市で PMD の策定がほぼ終了した。試行錯誤での取り組みだったこともあるが、

CDM 形成も含めると 1 年以上の時間を要している。自治体法が定める PMD 策定期限は 6

カ月以内なので、半分以下に短縮させる必要がある。 

 

d. CDM 形成・PMD 策定支援方法の改善提案 

地域事務所が実施した CDM 形成・PMD 策定方法は、原則 DGODT の方法に基づいて実

施したため、改善提案は DGODT の手法への改善提案でもある。DGODT の手法には開発計

画に地域診断結果が反映されないという課題がある。したがって改善提案は、プロセスの簡

素化とコスト削減、そしてこの課題も含めて検討した。 

 

作業に着手するにあたり、CDM 形成・PMD 策定に関して、地域事務所とプロジェクト間

で、法律上の理解が異なっていたため、まず地方自治体法と国家計画・公共投資システム法

の関連個所を確認し、理解を団内で共有した。また作成する方法論が CDM 形成・PMD 策

定支援を担う DGODT や FEDOMU などの関係者の理解を得やすいよう、これまでの方法や

ツールをできる限り踏襲することにした。 

 

プロジェクトチームは、地域事務所が実施した CDM 形成・PMD 策定のプロセスをリス

ト化し、地域事務所の人材の参加が必要不可欠な訪問を絞り込んだ。絞り込まれたプロセス

に従い、FEDOMU が作成した PMD 策定マニュアルと DGODT のツール集を用いて、CDM

形成・PMD 策定のツールを整理した。表 4 と表 5 に CDM 形成・PMD 策定の最小限プロセ

スを示した。 

 

地域診断が計画策定に連携していない課題については、計画策定プロセスで行われてい

                                                  
10 第 1 期対象市のうち、モンテクリスティ県のグアジュビン市とサンティアゴ県のタンボリル市は、地

域事務所からの呼びかけに応じなかったため、先方からの協力要請が出されるまで両市への支援をペンデ

ィングとした。 
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る SWOT 分析と関連付けることで、課題の解消を試みた。まず地域診断の結果を国家開発

計画（END）の開発 4 軸ごとに整理し、そこから重要課題を抽出するプロセスに整理した。

優先度の高い重要課題を用いて SWOT 分析を行い、4 つの要素（強み・弱み・機会・脅威）

のクロス分析を通して開発ラインを抽出すれば、地域診断から開発ラインまでの流れに一

貫性を持たせることができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

e. 地域事務所の閉鎖とプロジェクトデザインの変更および実施体制の再構築 

2019 年 8 月末に MEPyD の新大臣から地域事務所の閉鎖と職員の解雇が予告され、9 月 6

日に地域事務所は正式に閉鎖された。プロジェクトチームはサントドミンゴの MEPyD 本省

に移動するよう指示されたが、プロジェクトはしばらくサンティアゴに残り、実施中の市へ

活動 訪問回数 参加者（実施者） 可能な効率化

2 CDMの形成

2-1 市関係者への説明 1ワーク
ショップ

市長・特別区長 サブリージョンレベル
ワークショップ（1日）2-2 市民代表への説明 Sectorごとの市民代表

2-3 市技術委員会の形成 市役所職員 市役所・OMPPが中心に実施

2-4 地域事務所長の市長訪問（直接対話） 1 市長、OMPP職員、市技術委
員会

2-5 市民代表の選出とCDMの形成
市長、OMPP職員、市技術委
員会、セクター市民代表など

市役所・OMPPが中心に実施

（CMD形成支援パッケージを使用）

2-6 CDMの内部規約の作成と承認 CDMメンバー

2-7 市議会によるCDMの承認 市議

2-8 CDM宣誓式 1 市長、市議会長、市民代表

TOTAL CMD 2

表 4：必要最小限の CDM 形成のための活動リスト 

表 5：必要最小限の PMD 策定のための活動リスト 
3 PMDの策定 責任者

3-1 テーマ別ローカルテーブルの形成と説明 同行

3-1-1 （ENDに基づく）導入、テーマ別テーブルの説明と形成
1

CDMの代表者、市技術委員会、その他の関係者 PMD導入・策定プロセスガイド

3-1-2 第1次情報の収集の説明 ＣＤMの代表者、市技術委員会、その他の関係者 地域診断ガイド

3-2 市レベル地域診断

3-2-1 第1次情報の収集 CDMの代表者、市技術委員会、その他の関係者 テーマ別テーブル

3-2-2 （MEPyD職員による）第2次情報の収集 MEPyD職員のみ 地域事務所

3-2-3 地域地図の設計と作成 MEPyD職員のみ 地域事務所

3-2-4 診断準備（質問票と概略） MEPyD職員のみ 地域事務所

3-2-5 診断の有効性の確認 1 CDMの代表者、市技術委員会、その他の関係者

3-3 シナリオ、スローガン、ビジョンの特定 重要テーマ・スローガンガイド

3-3-1 重要テーマの特定 MEPyD職員のみ 県コーディネータ

3-3-2 現状が継続した場合の将来のシナリオ
1

CDMの代表者、市技術委員会、その他の関係者

3-3-3 取るべき対応の特定 CDMの代表者、市技術委員会、その他の関係者

3-3-4 望まれる将来のシナリオ（理想像と果たすべき責務）
1

CDMの代表者、市技術委員会、その他の関係者

3-3-5 スローガンとビジョン CDMの代表者、市技術委員会、その他の関係者

3-4 戦略ラインの特定 戦略ライン・事業特定ガイド

3-4-1 シナリオと重要テーマのレビュー

1
CDMの代表者、市技術委員会、その他の関係者

3-4-2 重要テーマごとのSWOT分析（変数の特定 CDMの代表者、市技術委員会、その他の関係者

3-4-3 目的の特定（SWOTによる変数のクロス分析） CDMの代表者、市技術委員会、その他の関係者

3-4-4 戦略の特定（目的分析） MEPyD職員のみ 県コーディネータ

3-5 プロジェクト（事業）の特定と優先付け

3-5-1 重要テーマごとの目的分析、戦略分析
1

CDMの代表者、市技術委員会、その他の関係者

3-5-2 実施可能な事業の特定 CDMの代表者、市技術委員会、その他の関係者

3-5-3 事業の区分と優先付け 1 CDMの代表者、市技術委員会、その他の関係者 テーマ別テーブル

PMD策定計 7～10 = (地域コーディネータの訪問数）

= 県コーディネータが参加する市レベルワークショップ = テーマベルテーブルによるCDMの活動 = MEPyD職員による活動
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の支援活動のうち必要不可欠なフォローを継続実施した。プロジェクト執務スペースにつ

いて MEPyD 本省に問い合わせたが、具体的な指示がなかったため暫定的に専門家宅の一部

を事務所スペースにして業務を継続した。 

 

地域事務所の閉鎖にあたり、MEPyD 新大臣からは、地域事務所を前提としないプロジェ

クトデザインに変更してほしいとの依頼があった。そこでプロジェクトチームはプロジェ

クトデザインの修正に着手した。デザイン変更の提案は素案段階で JICA 事務所に説明して

基本合意を得た後、9 月 18 日に MEPyD の二国間協力局長に対して説明を行った。この会

議で修正提案の基本合意が得られた。また MEPyD アドバイザー兼地域総合コーディネータ

と二国間協力局長の 2 人が暫定 C/P となった。プロジェクトデザイン変更の基本合意後、

詳細デザインと説明資料を作成した。説明資料は MEPyD への説明を念頭に置き、SNPIP の

構造、PRODECARE のプロジェクト目標と成果、SNPIP 内での位置づけ、そしてプロジェ

クトの実施方針と活動計画という構成で作成した。活動計画は、2020 年実施予定の統一地

方選挙・国政選挙を想定して、直近に行うべき活動とプロジェクト終了までの活動計画を示

した。その後 JICA 事務所と暫定 C/P との協議で、プロジェクトの残り期間を考慮すると、

対象地域を絞ってプロジェクトを実施する方がよいとの結論に達し、プロジェクト終了ま

での対象地域を北西部 4 県 17 市に変更した。修正プロジェクトデザインを基に提案書を作

成し、暫定 C/P との協議を経て 11 月 28 日に MEPyD 計画次省 3 局に提案した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

活動 10月

臨時JCCの開催

CDMとPMDツール
パッケージの作成

ローカルニーズ
集約方法の検討

県コーディネータ
研修の準備と実施

OMPP職員への
研修実施

CDMとCDPの
形成支援

PMD策定支援

県レベルニーズ
集約の支援

11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月

MEPyDとの修正提

案の協議と合意

MEPyDとの

協議と合意

方法論の提案の作成

ツールパッケージの作成

研修プログラムと

教材の作成

CDM形成支援
CDP形成

支援

= 提案の作成（プロジェクトチーム）

= MEPyDとの共同作業 地方
統一選

地方政府
交代

2019 2020

プロジェクトデザイ
ンの修正

SNPIP計画ツールの
相互関係レビュー

MEPyDとの協議

と合意

MEPyDとの
協議と合意

MEPyDとの
協議と合意

県コーディネータ
研修の実施

A

B

= 市長・区長への説明ワークショップ
= PMDとニーズ集約のワークショップ（県・地域）

BA

図 8：地方政府発足に合わせたプロジェクト活動のスケジュール 
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2020 年 8 月 16 日に新たな政権が発足し、SNPIP のサイクルも政権発足とともに開始され

た。他方、地方政府は少し早く 4 月 24 日に発足し、各市で PMD の策定が始まった。各市

での PMD 策定に合わせて対象市での支援を開始するためのスケジュールを作成した（図 8

参照） 

 

プロジェクトの実施体制について当初、プロジェクトチームは地域事務所の C/P の能力

強化を通じた体制構築を想定していた。しかし、今回の突然の事務所閉鎖や（存続したとし

ても）想定を超える地域事務所の運営コストなどから、地域事務所を体制構築の柱にするこ

とには大きなリスクが伴うことが分かった。対して SNPIP 適用のための実践的ツールキッ

ト作成は、より有効性が高くかつ持続性も期待できる。そこで、地域における SNPIP 適用

促進のための手法構築と、それを運用する実施体制の整備を主眼に置くことにした。実施体

制として提案したのは、首都を拠点としてできる限り低コストでの実施が可能な、県コーデ

ィネータ研修、OMPP 研修、CDM 研修のカスケード方式研修（図 4 のイメージを参照）で

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この想定に基づいて、 

 プロジェクトオフィスのある首都で主インストラクターを養成（プロジェクト専門家） 

 研修パッケージの作成（プロジェクト専門家） 

 主インストラクターへのパッケージの使用方法指導（プロジェクト専門家） 

 県コーディネータへの CDM 形成・PMD 策定支援能力を強化（主インストラクター） 

 OMPP 職員への CDM 形成・PMD 策定支援能力強化研修を実施（県コーディネータ） 

 各市での CDM 形成（OMPP 職員、県コーディネータが支援） 

 各市での PMD 策定（OMPP 職員と CDM、県コーディネータが支援） 

図 9：カスケード方式による研修実施体制のイメージ 
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というプロセスで、対象各市における CDM 形成・PMD 策定支援の実施を計画した。 

  

f. CDM 形成・PMD 策定支援方法・ツールキットの作成 

既述のように、地域診断の結果が計画策定部分に反映されるよう、PMD 策定プロセスを

改善し、改善した方法を用いてバルベルデ県 3 市で試行した。その後、第 1 期の他の支援対

象市でもこの方法を適用した結果、地域診断の結果を計画部分に反映させるという当初の

目的はある程度達成されたものの、SWOT 分析からクロス分析の手順が複雑で、地域事務

所職員の経験不足や知識不足も相まって、いくつかの市の PMD では戦略ライン⇔開発目的

⇔開発事業間の論理関係の整合性に課題が残った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

そこで CDM・PMD ツールキットの取りまとめにあたり、わかりやすさと扱いやすさを考

慮して、この部分の取り組み方法の再検討を行った。 

図 10：PMD 策定プロセス（上：試行版、下：改定版） 
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再検討の対象は、すでに述べたように地域事務所職員による扱いが難しかった SWOT から

クロス分析のパートである。PMD 策定プロセスは、できる限り MEPyD の方法を踏襲する

ことにしていたため、SWOT 分析を組み込んだが、そこに技術的な難しさがあった。今回の

再検討にあたり、SWOT 分析が PMD 策定に不可欠かどうかを再検討し、最終的に無理に

SWOT 分析を組み込む必要はないという結論になった。この変更により、重要課題の抽出

以降、問題分析・目的分析を通して目的と手段が論理関係でつなげられ、地域診断から開発

事業まで一貫性が担保されるとともに、大幅にプロセスが簡易化された（図 11 参照）。 

一方、国家統計局（ONE）の協力により、各市の現状の概要ペーパー（Tu Municipio en Cifras）

に合わせた国レベル平均の概要ペーパー（Tu país en Cifras）が作成され、各市データと比較

することで「強み」「弱み」を容易に把握することが可能になった（図 12 参照）。 

 

 

 

 

 

 

地域診断情報のまとめ

論理関係分析WSSWOT分析WS

現状認識と検証

重要課題の抽出

地域診断

SWOT

主要要素の抽出

要素間の相互関連分析

戦略ラインの同定

戦略目標の決定

問題分析

開発事業の形成

目的分析

問題分析

目的分析

開発事業の形成

検討前のプロセス 改訂後のプロセス 

図 11：PMD 策定の改定前と改訂後のプロセスの詳細 
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PMD 策定の方法論の改定と並行して、CDM 形成・PMD 策定プロセスのパッケージ化に

取り組んだ。パッケージ化とは、PMD 策定のプロセスごとに、実施方法の説明と具体的な

手順、そして必要となるツール（プレゼンテーション資料、フォーマット、アジェンダ、そ

の他必要な機材や文房具などの準備リスト）をひとまとめにすることである。さらに各プロ

セスにかける時間の目安も整理した（図 13 を参照11）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
11 図中の左端にあるコードの CDM は CDM 形成、PMD は PMD 策定、数字はプロセスの順序、ADM は

MEPyD 側で行うロジ業務（Administracion）を示している。 

新市長への説明（新市長訪問）

市技術チームへの説明、OMPP/OPU訪問

市民への説明、市民代表選出、CDM形成、内規作成

CDMの公式化

PMD策定の概要、市の地域診断

地域診断の検証、重要課題の同定、市ビジョン策定

問題分析の実施

目的分析の実施、市ビジョンの最終化

事業形成、事業概要表記入、PDMフォーマット記入

ドラフト版PMDのレビュー、PMD最終化

PMD発表のための県ワークショップ実施

地域診断・PMDフォーマット準備

地域レベルワークショップ（プロジェクト主催）

CDM02

CDM03

CDM04

PMD01

PMD02

PMD03

PMD04

PMD05

PMD06

ADM03

ADM01

ADM02

CDM01 2時間

6時間

4時間

2時間

2時間

3時間

6時間

3時間

3時間

3時間

2時間

2時間

図 13：CDM 形成・PMD 策定プロセスと所要時間 

図 12：地域診断のイメージ（一部） 
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CDM/PMD ツールキットの使用にあたり、OMPP 職員や CDM メンバーは、プロセスごと

にパッケージを開いて PPT 資料で作業内容を確認し、文房具や必要な機材などを用意すれ

ば作業が実施できるようになっている。研修を通じて訓練された県コーディネータは各市

の OMPP 職員や CDM メンバーの作業を支援し、万が一 OMPP 職員や CDM メンバーが作

業内容を理解できない時には県コーディネータに相談することができる。最終的にはプロ

ジェクトや MEPyD による支援がなくとも市が独力で CDM 形成・PMD 策定ができるよう

になることを想定してパッケージ化を進めた。図 14 に示したのは、プロセスごとのパッケ

ージの内容と「パッケージ化」のイメージである。 

 

g. CDM 形成・PMD 策定支援研修の準備と実施 

2020 年 3 月 2 日から 6 日までの 5 日間、県コーディネータに対する CDM 形成・PMD 策定

研修を実施した。これは前節「CDM 形成および PMD 策定のためのツールキットの作成」

で説明した CDM 形成・PMD 策定のツールキットをベースに研修モジュール化したもので

ある。この研修モジュールは、全市の CDM 形成と PMD 策定を 6 か月以内に終了させるこ

と、そして MEPyD の支援コストのできる限りの削減を念頭に置いて作成した。研修プログ

ラムの内容は、CDM 形成・PMD 策定プロセスの実際の作業内容を、演習形式で行うことに

図 14：CDM/PMD ツールキットの内容とキットのイメージ 
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より、現場で必要とされる業務実施能力の習得を目指した。表 6 は研修プログラム概要を、

図 15 は地域診断から PMD 策定までの大まかな流れを示している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1⽇
⽬

3⽉
2⽇
（
⽉
）

午前

研修についての説明（導⼊） 1.0時間 研修内容についての説明
ツールキットの⼀般的な説明

SNPIPについて
CDMの形成 3.0時間

地域におけるSNPIP適⽤の概要
市⻑・関係者への説明
CDMの形成
組織構造の形成

午後

PMD策定のステップ 0.5時間 PMD策定に向けて
第1次情報の収集
第2次情報の収集
私統計情報によるプロファイルの作成
PMDフォーマット

市レベルの地域診断 2.5時間

2⽇
⽬

3⽉
3⽇
（
⽕
） 午前

暫定版市ビジョンの同定
4.0時間

市の地域診断結果の検証
重要課題の同定
市の存在的ポテンシャルの同定
市ビジョンの策定（暫定版）

午後
問題分析 (1)

3.0時間
問題分析の説明（PCM⼿法）
重要課題の優先度づけ
重要課題に基づく問題分析

3⽇
⽬

3⽉
4⽇
（
⽔
） 午前 問題分析 (2) 4.0時間 問題分析（継続）

問題系図のプレゼンテーション（グループごと）

午後
⽬的⽂政 (1)

3.0時間
⽬的分析の説明（PCM⼿法）
⽬的系図の作成
⽬的系図のプレゼンテーション（グループごと）

4⽇
⽬

3⽉
5⽇
（
⽊
） 午前

⽬的分析 (2)
市ビジョンの最終化 4.0時間

⽬的系図内での戦略エリアの検討
⽬的系図に基づいた市ビジョンの整合性確認と修正
戦略エリアの優先付け
市ビジョンと開発戦略のプレゼンテーション（グループごと）

午後
開発事業の形成 (1)

3.0時間
開発事業（プロジェクト）の形成
戦略と関連付けられた開発事業のプレゼンテーション
事業表の記⼊

5⽇
⽬

3⽉
6⽇
（
⾦
）

午前

開発事業の形成 (2)

4.0時間

事業表の記⼊（継続）
PMDひな型の説明

PMDの作成 PMDのひな形を⽤いたPMD作成
作成したPMDのプレゼンテーション（グループごと）
質問票・評価票の記⼊
修了証の授与・研修終了式

午後
今後のステップ 0.5時間 今後のステップ

研修終了式 1.0時間 研修フィードバック
評価

表 6：CDM 形成・PMD 策定研修プログラムの概要 

図 15：研修プログラム内の地域診断から PMD 策定までの大まかな流れ 
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今回の研修では、①地域診断を基にした国家開発戦略（END）の 4 つの開発軸に沿った分

析、②4 軸それぞれに沿った市の発展のための重要課題（Tema Critico）の抽出、③抽出され

た課題を中心に据えた問題系図の作成、④目的系図に書き換えて重要課題を解決する手段

の導き出し、⑤アプローチ群の同定とプロジェクト形成―という一連のプロセスを演習で

学べるプログラムにした。重要課題の抽出以降は PCM 手法を応用している。これにより、

地域診断からプロジェクト形成までの一貫性が担保され、かつ参加型で計画策定プロセス

を進められるため、関係者の計画に対するオーナーシップも期待できる。また問題分析から

プロジェクト形成までのプロセスを、3 回のワークショップ（各 3 時間）で済ませることが

できるため、これまでよりも大幅に計画策定にかかる時間を短縮できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研修には、地域での SNPIP 適用に関する業務を担う中核コーディネータ、地域コーディ

ネータ、県コーディネータとアシスタントの計 9 人のプロジェクトスタッフのほか、SNPIP

の地域での適用と関係の深い FEDOMU から 7 人、ドミニカ自治体連盟（LMD）から 3 人、

そして MEPyD から計画次省 3 局の 7 人が参加した。MEPyD や FEDOMU などの関係者の

参加は、CDM 形成・PMD 策定方法の研修を通した理解と承認促進を意図している。研修終

了後、これら参加者と方法論の改善点を議論するための機会を設けたが、参加者の評価はお

おむね良好で、この方法をプロジェクト支援対象の北西地域 4 県 17 市で試行することで合

意した。 

 

サントドミンゴでの研修終了後、翌週 3 月 9 日から 13 日の 5 日間、バルベルデ県のマオ

市で県コーディネータ向けの継続研修を実施した。継続研修の目的は、PMD の計画策定に

おける問題分析の理解促進と、参加型ワークショップのファシリテーションの実務能力強

化である。研修では実際の地域診断を題材に用いて、国家開発戦略（END）の 4 つの開発軸

ごとに開発課題を抽出して問題分析演習を行った。最終日には目的系図の作成演習、さらに

アプローチの選択まで演習した（写真 2 参照）。 

 

写真 1： CDM・PMD 研修開始（左）、問題分析演習（中）、プロジェクトの優先度検討（右）
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h. 対象 4 県 17 市の PMD 策定支援準備（新型コロナウイルス感染対策を講じた上で） 

県コーディネータへの研修終了後、支援対象 17 市で地域診断のための情報収集を開始し

た。しかしその直後の 3 月中旬以降、新型コロナウイルスの国内感染が広がりを見せ始め、

政府は外出の自粛、夜間外出の禁止、都市間移動の禁止、政府系機関の業務縮小などの対策

を次々に開始した。これらの措置を受け、プロジェクトは政府による対策を順守し、原則在

宅勤務で可能な活動の継続を主インストラクターと県コーディネータに指示した。具体的

には、インターネットや電話・SNS を通じて収集可能な地域診断の基礎情報の収集を開始

した。 

 

実施体制が機能するためには、カスケード方式の各レベルを担うアクター（中核コーディ

ネータ、地域コーディネータ、県コーディネータ、OMPP 職員、CDM メンバー）の業務実

施の知識・技術レベルの向上が必要で、自らが考え行動する姿勢の獲得が極めて重要になる。

プロジェクトはパンデミック以前から、関係者の主体性が培われる体制を目指した。専門家

は細部にわたり具体的な指示は出さず、大まかな方針のみを伝えて、中核コーディネータ・

地域コーディネータが現地の状況などを考慮して自ら考え、県コーディネータとアシスタ

ントに指示を出す。それを受けて県コーディネータは各県の現状を加味し指示された活動

を実行する―という取り組みを始めていた。この体制によって感染拡大による様々な制約

や、専門家の現地不在という極めて厳しい状況にもかかわらず、地域診断情報の収集や地域

アクターとの関係構築に一定の成果を出すことができた。これはプロジェクト成果 1 の「地

域における SNPIP 適用の仕組みの構築」に役立つ重要な成果である。 

 

地域診断のための情報収集は多岐多様で、これまで DGODT が支援しても数カ月を要し

ており、それが地域診断と計画策定の連携を妨げる主要因になっていることはすでに述べ

た通りである。収集する情報の種類は非常に多く、各市が独力で収集するには困難が伴う。

プロジェクトは地域診断に必要な情報と入手手段をリスト化したが、特にウエブ上で公開

されている第 2 次情報のソースのアドレスが頻繁に変わるため、これらの情報ソースの確

認と更新を行った。更新された情報元リストを使って、県コーディネータは支援対象市の地

域診断情報を収集し、2020 年 6 月時点でほぼすべての 2 次情報の収集を終えた。外出制限

写真 2：中心課題の抽出演習（左）、問題分析演習（中）、目的分析演習（アプローチの発表）（右） 
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下、1 次情報についても電話や SNS を通じて各市のキーパーソンから聞き取り、8 割程度の

情報は収集できた。コーディネータはこれら収集された情報をレビューして、地域診断のベ

ースになる地域の現状の概要（Síntesis）を取りまとめた。さらにそこから市の開発を行う上

での重要課題（Temas Críticos）案を抽出し、プロジェクトチーム内で検証した。 

 

i. 新型コロナウイルス感染によるプロジェクト活動計画の修正 

3 月中旬以降、感染が広がった新型コロナウイルス対策のため、政府による様々な対策が

取られたことから、予定していた対象地域での参加型ワークショップや関係機関への訪問

ができなくなった。感染対策により、影響を受けた活動は以下の項目だった。 

 

 対象市の就任前市長に対する説明会の実施（6 月以降に延期） 

 北西地域 17 市での CDM 形成支援の実施 

 北西地域 17 市を対象としたサブリージョン・ワークショップの実施（中止） 

 PMD の計画策定のためのワークショップの実施（実施方法の変更、一部実施延期） 

 

当初、2020 年 4 月 24 日の新市長の就任前に、対象 17 市の新市長を個別訪問して、活動

の重要性や SNPIP による地域と中央省庁の政策とのつながりなどを説明する予定にしてい

た。しかし就任前の訪問はできなくなり、政府による規制の解除を待って訪問することにし

た。対象市の CDM 形成支援も延期し、5 月 5 日に実施予定だった地域レベルワークショッ

プは中止した。PMD 策定のための参加型ワークショップは、地域診断に関してはインター

ネットや電話、SNS を活用してできる限り実施し、計画立案部分については一部デジタル

メディアの活用を検討し、その他については規制解除を待って実施予定とした。 

 

 

(3) 第3期（2020年8月～2023年3月） 

 

【第 3 期活動の要約】 

2020年5月の大統領選挙で野党候補が勝利し、同年8月16日、新政権が発足した。新政権の

スローガンは「変革（Cambio）」で、国民の声に応え、その生活をより豊かにすることを目

指して様々な政策が立案・開始された。C/P機関のMEPyDでも、大臣・次官と局長を中心に

大幅な人事異動と政策の変更が行われ、政府の方針と軌を一にしているSNPIPの一層の適用

に力を入れることになった。これはプロジェクト目標と完全に合致しているため、成果創出

に向け、C/Pとプロジェクトがより協力して活動に取り組むことになった。軸となる取り組

みは、SNPIPの全国適用を視野に入れたプロジェクト対象地域での成果の取りまとめと、地

域で集約・優先化されたニーズを中央省庁の政策に連結させる仕組みの構築、の2点に要約

できるが、具体的な活動項目は多岐にわたった。前者はCDM形成・PMD策定ツールキット
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の最終化およびC/Pとの最終合意とC/Pの実施能力強化、後者は地域市民ニーズ登録システ

ムの構築と改善への支援と、地域ニーズを主要省庁の政策に反映させるための働きかけと

その結果としての仕組みの構築に関する活動である。 

 

第 3 期に実施した主な活動を、以下の項目に示した。 

 

 プロジェクト実施方針に関する MEPyD 新体制との合意形成 

 支援対象 17 市における CDM 形成・PMD 策定支援 

 CDM 形成・PMD 策定ツールキットおよび活用ガイドの作成 

 全国展開に向けた関係者の CDM 形成・PMD 策定能力強化 

 対象 4 県の県開発評議会（CDP）形成および県レベル地域ニーズの集約支援 

 地域市民ニーズ登録システム（RUDCT）の構築と MEPyD 内包化 

 プロジェクト成果普及セミナーの実施 

 地域ニーズ情報の分析方法の提案 

 公共投資事業への地域ニーズの反映の仕組みの構築 

 主要セクター省庁による地域ニーズ対応ワークショップの実施 

 最終合同調整委員会（CCC）の開催とプロジェクト終了業務の実施 

 

以下、上記活動項目に準じて活動内容を説明する。 

 

a. プロジェクト実施方針に関する MEPyD 新体制との合意形成 

新政権発足後、MEPyD でも新体制が発足した12。この MEPyD の新体制では、国家プログ

ラムの「国民のための中央省庁政策（Políticas públicas para la gente）」の実現を目指すため、

政権交代以降、公共政策計画の地域化（Territorialización de planificación de las Políticas Publicas）

を掲げ、具体的な取り組みの策定を進めていた。特に計画次省では関係者を招集して、地域

ニーズをいかにして中央政策に取り込むかをテーマに断続的に議論した。その一環として、

このテーマと強い関連のあるプロジェクトの情報および意見を聞くため、2020 年 9 月 10 日

に JICA 事務所を MEPyD に招いて会議が開かれた。MEPyD 側からは計画次官、計画次省下

の 3 局の局長と職員、次官アドバイザー2 人、JICA 事務所からはプロジェクト担当のウア

スカル・ペニャ所員、プロジェクトからはマヌエル・メヒア中核コーディネータが参加した

13。計画次官は MEPyD の取り組みがプロジェクトの目標に合致していることに言及し、今

                                                  
12 8 月 16 日にルイス・アビナデル新大統領が就任し、各省に新大臣が就任した。MEPyD では新大臣にミ

ゲル・セアラ・ハットン氏のほか、プロジェクトとの関連が強いポストでは、計画次官にパベル・イサ氏、

国際協力次官にオラヤ・ドテル氏、経済社会開発局長にルイス・マデラ氏、公共投資局長にマルティ・フラ

ンコ氏、国土開発局長にドミンゴ・マティアス氏らがそれぞれ着任した。 
13 専門家は新型コロナウイルス対策によるドミニカ共和国への入国規制のため渡航ができなかった。JICA
事務所はこの会議に先立ってプロジェクト紹介および進捗状況のプレゼンテーションのための資料の作成

を専門家に依頼し、専門家は資料を作成のうえ送付した。会議ではこのプレゼンテーション資料を用いて
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後は一層協力してプロジェクトを実施することで合意した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その後、計画次官から依頼があり、10 月 6 日に専門家が遠隔（Zoom 経由）でプロジェク

トの説明を行った（写真 3 参照）。プロジェクトの説明はプロジェクトと MEPyD が進める

政策との関連を SNPIP の枠組みを用いて説明した後、これまでの取り組みの成果や今後の

活動計画について説明した。会議の結果、今後のプロジェクトの取り組みに関する合意が得

られた。 

 

b. 支援対象 17 市における CDM 形成・PMD 策定支援 

対象地域 17 市での CDM 形成支援は、新型コロナウイルス感染拡大で計画より 5 か月ほ

ど遅れて 2020 年 9 月に開始された。支援対象の 17 市からは、CDM 形成および PMD 策定

への支援を要請するレターがプロジェクト（＝DGODT）に送られてきた14。その依頼を受け

る形で、プロジェクトは現地への訪問を必要最小限に抑え、やむなく訪問する場合には感染

防止キットの利用をスタッフに義務付けた。まず市長を訪問し、OMPP 職員同席の下、市が

行うべきプロセスを、CDM 形成ツールキットを用いて説明した。プロセスへの理解が得ら

れた後、各市の OMPP 職員にツールキットを配布した。OMPP が主導する対象各市での CDM

形成は順調に進み、2020 年 9 月末には各市の市議会の承認を得て CDM 形成は終了した。 

 

CDM 形成に続いてプロジェクトは、対象 17 市の PMD 策定の支援に着手した。プロジェ

クトの研修を受けた各県のコーディネータが各市 OMPP を支援して、ツールキットに従っ

て PMD 策定のプロセスを CDM と共に実行した。各ステップの詳細は以下の通りである。 

 

① 地域診断：一次・二次情報の収集を通して、市と地元のさまざまな関係者が、市の現状

                                                  
MEPyD 側への説明が行われた。 
14 パンデミックによる規制で動きが取れない中、新たに着任した市長らは CDM 形成や PMD 策定の取り

組みを支援するプロジェクトに強い関心を示していた。対象全市からの支援要請レターの送付はそれを表

している。 

写真 3：MEPyD 計画次官に対するプロジェクトの説明の様子（10 月 6 日） 
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を調査し、課題やニーズ、潜在的可能性などを理解した上で、主な問題を特定する。 

② 地域診断結果の検証：地域診断の情報は、全員で確認し、さらに CDM でも検証する。検

証により市が優先的に扱うべき状況を決定する。 

③ 市開発ビジョンの策定：地域診断情報を利用して市の開発ビジョンを策定する。END の

4 軸ごとに地域の可能性と、将来改善あるいは達成したいものを優先して市のビジョン

を策定する。 

④ 重要課題の同定： END の 4 軸ごとに重視すべき課題や市が解決すべき問題と、地域の

潜在力を議論する。続いて問題・課題を引き起こしている主な原因（直接原因）を検討

する。 

⑤ 問題分析：問題分析は特定された重要課題について議論し、論理的に分析することで、

市に存在する問題への理解を深める。 

⑥ 目的分析：問題分析の結果に基づいて、問題を解決するための手段を特定する。目的系

図を作成することで、具体的な施策とその目的を可視化できる。 

⑦ 地域ニーズの同定：目的系図を用いて、市の能力や市役所が持つ制約要因を考慮しつつ、

市で対応可能なニーズエリアや範囲を選択し、その結果をニーズ表に記入する。 

 

以上のプロセスを支援対象 17 市で並行して行い、2021 年 2 月にすべての市で PMD 策定

プロセスを終了させた。PMD 策定は、新型コロナ対策による規制がある中でも 5 か月で済

み、手法の有効性を示すことができた。策定された 17 市の PMD は、2021 年 4 月にバルベ

ルデ県マオ市で実施された地域ワークショップで、MEPyD 大臣に直接手渡された。 

 

c. CDM 形成・PMD 策定ツールキットおよび活用ガイドの作成 

前述の通り、プロジェクトは、市開発評議会（CDM）形成と市開発計画（PMD）策定に

関するこれまでの経験と成果を手法に取りまとめ、2020 年 3 月のワークショップで MEPyD

をはじめとする関係者に説明し、適用可能な方法として提案した。その結果、手法に関する

基本的な合意を得た。また、対象地域で手法を試行しその結果を踏まえて改善を行い、全国

での適用が可能な CDM 形成・PMD 策定方法を最終化することについても合意を得た。 

 

この合意に基づいて、プロジェクトは支援対象 17 市で手法を試行し、いくつかの改善を

行った。DGODT との断続的な協議の結果、2020 年 12 月、改善を施した手法を MEPyD の

正式手法とすることで合意した。専門家の現地活動が 2021 年 4 月に再開されたため、同年

7 月下旬に試行結果の報告を目的としたワークショップを開き、その場で CDM 形成・PMD

策定手法の有効性について合意が得られた。そこでツールキットを関係者に配布して、

CDM/PMD 方法論の最終化に関する一連の活動は終了した。しかしその後、FEDOMU が欧

州連合（EU）の支援を得て、また土地計画・地域開発次省（VIOTDR）15が FAO の支援で、

                                                  
15 2021 年 2 月 11 日に公布された次省・各省設置法修正法（第 10-21 法）により、MEPyD の次省編成が変
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それぞれに PMD 策定ガイドの更新や策定を始めたため、プロジェクトはより効率的に機能

する統一された手法の構築に向け、これらの機関に対して働きかけを行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2022 年 3 月のプロジェクト終了16を踏まえ、MEPyD と協議して 2021 年 11 月に全国の県・

自治体を対象としたプロジェクトの成果普及セミナー（後述）を実施することにした。その

中で成果の一つとして CDM/PMD ツールキットを紹介・説明することになった。セミナー

での発表を前に、MEPyD（特に VIOTDR）との間で、手法の統一化に向けて断続的に協議

した結果、VIOTDR とプロジェクト双方の取り組みを調整・融合して手法を統一することに

なり、方法論の最終化が完了した。VIOTDR は FEDOMU および LMD、さらに関係する地

域の NGO などに手法を説明し、これを CDM 形成と PMD 策定のための方法論とすること

で合意した。 

 

d. 全国展開に向けた関係者の CDM 形成・PMD 策定能力強化 

市に対する CDM 形成・PMD 策定の支援は、VIOTDR のスーパーバイズの元で MEPyD

地域事務所が実施することになる。そこで VIOTDR はまず VIOTDR の地域担当に対する

                                                  
更された。プロジェクトとの関連では、計画次省下に置かれていた DGODT（国土開発局）が VIOTDR（土

地利用・地域開発次省）へと昇格する組織変更が行われた。 
16 プロジェクトの実施期間は 2017 年 4 月から 2022 年 4 月だったが、2021 年 7 月に MEPyD 大臣から JICA
事務所に対し、プロジェクトによる支援の継続の依頼が表明された。この依頼を受け JICA 事務所ではプロ

ジェクトの延長手続きに着手し、関係各部署との交渉した結果、プロジェクト実施期間が 1 年間延長され

た。 

図 16：プロジェクト支援の CDM/PMD ツールキットと VIOTDR 作成の PMD 策定ガイド 
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指導をプロジェクトに依頼した。これを受けてプロジェクトは、VIOTDR 地域担当の人数

などを踏まえた現実的な研修実施体制を VIOTDR と協議した結果、スーパーバイズを担う

VIOTDR の地域担当職員への研修を中央で、地域事務所職員への研修は、活動しながら能

力強化を目指す方法（OJT）で実施することにした。地域事務所に対する OJT 研修の実施

イメージを以下の図 17 に示す。また図 18 には研修の実施プロセスを示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 17：CDM/PMD 支援を通した OJT による SNPIP 適用ファシリテータ育成の仕組み 

図 18：地域事務所の CDM 形成・PMD 策定支援ファシリテータ養成のプロセス 
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以上のプロセスと研修実施体制について、VIOTDR と合意ができた後、2021 年 11 月以降

VIOTDR に対する CDM 形成・PMD 策定研修を断続的に実施した（写真 4 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

e. 対象 4 県の県開発評議会（CDP）形成および県レベル地域ニーズの集約支援 

① CDP 形成への支援 

プロジェクトは 2021 年 6 月から CDP 形成に向けた準備を開始した。法律には CDP の形

成方法の具体的なプロセスが示されておらず、CDP を構成するメンバーリストと簡単な役

割の記述にとどまる。そのため、できる限り無駄を省いた効率の良い CDP 形成プロセスを

考案し、CDP の選出方法を含むプロセスや説明資料、必要となるフォーマット類を作成・

パッケージ化した。 

 

ほぼ同時期に、MEPyD は VIOTDR を通してプロジェクト対象以外の県での CDP 形成に

取り組み始めた。これは MEPyD が推進する「新たな地域の制度化（Nueva institucionalidad 

territorial）」に関係するもので、この政策では地域パートナーとして CDP や CDM を位置付

けている。また並行して、計画次省内の国境地域計画開発部（Dirección de Planificación y 

Desarrollo de la Zona Fronteriza）でも国境地域 7 県での CDP 形成を支援している。このよう

写真 4：VIOTDR 職員に対する CDM 形成・PMD 策定研修の様子 
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に CDP 形成に関係するアクターが同時に動き出したことから、プロジェクトはこれら関係

組織と調整して活動を続け、対象地域 4 県で CDP が形成され、宣誓式が 2021 年 7 月第 1 週

に実施された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上述の一連の取り組み終了後、経験を元に CDP 形成プロセスを修正し、ツールキットは

VIOTDR 次官と担当職員に共有した。 

 

② 対象地域の地域ニーズの集約の支援 

 プロジェクト対象地域 4 県における CDP の形成支援に合わせ、CDP の重要な役割の一つ

である「地域ニーズの集約」にも取り組んだ。SNPIP 法には「県開発評議会が作成した提案

は、公共セクター中期計画（PNPSP）の策定およびその年次更新の際に考慮される（第 15

条・附則）」とあり、同法の適用細則には「開発評議会で出された要望や提案は、各種計画

の策定や更新の際に考慮される（第 6 条・附則）」との記載がある17。各市で策定される PMD

                                                  

17 Ley 498-06, Artículo 15, Párrafo: “Las propuestas generadas por los Consejos Provinciales de Desarrollo serán 
tomadas en consideración en la elaboración del Plan Nacional Plurianual del Sector Público, así como su actualización 
anual”. 
Decreto 493-07, Articulo 6, Párrafo: “Las demandas y propuestas generadas por los Consejos de Desarrollo serán 
tomadas en consideración en la elaboración de los diferentes planes, así como en sus respectivas actualizaciones”. 

サンティアゴ・ロドリゲス県 

バルベルデ県 

写真 5：プロジェクト支援対象 4 県における県開発評議会（CDP）の形成宣誓式の様子  

ダハボン県 

モンテクリスティ県 
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に含まれるニーズのうち、市の責任範疇18以外のものについては、中央政府（各省庁）が対

応することになる。この SNPIP の規定は、中央省庁の対応について述べたものであり、「各

種計画」とは PEI や PES、POA を意味する。したがって、CDP はこれら各種計画への反映

を目的とした地域ニーズの集約という極めて重要な役割を担っていると言える。 

 

以上のように、SNPIP の法的文脈での CDP の役割は整理できたが、実際にそのように

SNPIP を機能させるためには以下の課題をクリアする必要があった（うち上 2 項目が CDP

に関する課題。下 2 つについては次節で説明する）。 

 

 県レベルでの地域ニーズを取りまとめる CDP が形成されていない。 

 地域ニーズを取りまとめる方法が構築されていない。 

 地域ニーズ情報を MEPyD に送る体系的な仕組みがない。 

 MEPyD からセクター省庁に地域ニーズを送る仕組みがない。 

 

CDP 形成については、前節で説明した通り、プロジェクト対象 4 県と、VIOTDR が独自

で取り組んだその他の県で CDP 形成が進み、全国 31 県すべてで CDP が形成されることに

なった。 

 

2 つ目の課題の地域ニーズ取りまとめの手法は、後述する地域ニーズ登録システム（デー

タベース）の構築が進んだことで、CDP によるニーズ集約プロセスのイメージが具体化で

きた。このデータベースシステムが、セクター省庁が行う地域ニーズの政策反映に利用され

ることを想定し、セクター省庁が地域ニーズの優先度を的確に認識できるよう、地域ニーズ

集約と優先度付けのプロセスを考案した。 

 

地域ニーズの分野は、ガバナンス・治安、経済、社会サービス、自然・環境など、多岐に

わたっているが、CDP メンバーがすべて専門性を持つわけではない。そのため CDP の補佐

組織として、主要分野ごとに専門性を持った地域人材（主にセクター省庁の現地職員）で構

成する技術委員会（Comisión Técnica：TC）を設置することになっている19。そこで分野ごと

に区分された地域ニーズを、それぞれの分野を担当する TC がレビューするプロセスを組み

込んだ。TC によってレビューと必要な修正が施された地域ニーズデータを、CDP メンバー

がレビュー・集約し優先度を付けることにした。このプロセスを用いて、対象地域 4 県の

CDP を支援し、その結果をフィードバックしてプロセスを改善した。また、一連のプロセ

                                                  
18地方自治体法の第 19 条で、市の責任範疇 15 項目が規定されている。ここに含まれない地域ニーズは市

以外（大部分は中央政府）によって対応されるべきものということになる。 
19 国家計画・公共投資システム法（Ley 498-06）第 15 条に記載されている開発評議会の機能項目の g に「地

域・県・市レベルに応じて、技術委員会のメンバーを選出する（Escoger a los miembros de la Comisión Técnica, 
a nivel regional, provincial y municipal según corresponda.）」と記載されている。 
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スをその他の CDP が行えるよう、説明資料を作成した（図 19 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

f. 地域市民ニーズ登録システム（RUDCT）の構築と MEPyD 内包化 

各セクター省庁の政策に地域ニーズを反映させるための仕組みとして、プロジェクトは

当初、セクター技術テーブル（MTS）を通した地域ニーズのセクター政策（PEI/PES、POA）

への反映を想定していた。2020 年の政権交代後、MEPyD の「公共政策計画の地域化」政策

20を実施するため、MEPyD はプロジェクトに対して、2 つのパイロット省庁（農業省：MA、

商工・中小企業振興省：MICM）だけでなく、その他の省庁も支援対象にするよう要請した。

上述の MTS を通した取り組みは、MA と MICM の 2 省庁だけであれば対応できる。しかし

全省庁で、となれば地域ニーズを省庁につなぐ別の方法を検討しなければならなくなった。 

 

SNPIP 法には地域ニーズを中央レベルの計画ツール（PNPSP、PES、PEI、POA）に反映さ

せる記載はあるものの、その方法は書いてない。プロジェクトが支援した 17 市の PMD の

地域ニーズは 500 以上あることから、全国規模で考えると地域ニーズの総数は優に 5000 を

超えると考えられる。計画ツールに地域ニーズを反映させる仕組みは、ニーズの総数、地域

事務所の業務許容量、そして中央省庁の運用可能範囲内に収まるものでなければならない。 

 

2021 年 6 月ごろ、MEPyD では前政権でいったん閉鎖した MEPyD の地域事務所を再度開

設する決定をした。これに合わせ、地域事務所の機能について省内で議論された。プロジェ

                                                  
20 30 ページの「a. プロジェクト実施方針に関する MEPyD 新体制との合意形成」の項目を参照 

図 19：地域ニーズのレビューと集約・優先付けプロセスの説明資料（一部抜粋） 
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クトは主に DGDES 局長およびプロジェクトコーディネータ兼国境地域開発計画局長と議

論を重ね、地域ニーズとセクター政策をつなぐツールとして、データベースの構築を提案し

た（図 20 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プロジェクトはデータベース構築を想定して、まず PMD のニーズを再確認し、DGDES

と共に作成した全国の地域ニーズデータシートなど、既存のニーズ情報を点検した。その後、

中央省庁が政策策定に際して活用しやすいよう、ニーズ情報以外に、公共セクター中期計画

（PNPSP）の 33 政府政策なども含んだ入力フォーマット案を作成した。汎用性を考慮して、

プログラムにはエクセルを採用した（後の内包化により MEPyD 内の SQL サーバーに移植

された。https://rudct.mepyd.gob.do/）。さらにセクター省庁や DGDES にとって使い勝手がよ

く、有益なツールとなるよう考慮して試行を重ね、データベースの基本デザインを作り上げ

た。この地域ニーズデータベースの基本デザインを DGDES 局長にプレゼンテーションし、

基本的な方向性に関して合意した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 20：データベースの基本デザイン（当時の原案） 

図 21：地域ニーズデータベースの入力から省庁への引き渡しまでのプロセス 
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図 21 は地域ニーズデータベースの入力から省庁へのニーズの引き渡しまでのプロセスを

示したもの、図 22 は改良されたデータ入力フォーマットである。これが、当初計画だった

MTS による取り組みに代わる仕組みとなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プロジェクトは、政府が広く使用する Microsoft365Gobernment に付属するパワーBI とい

う機能を用いて、データベース情報を視覚的に分析するツールの導入も提案した。MEPyD

の地域事務所、DGDES、セクター省庁にとって、政策策定の基本ツールとなる可能性も示

した。例えば MEPyD 地域事務所にとっては地域や県ごとのニーズの特徴を、DGDES は地

図 22：改良後の地域ニーズデータベース情報入力フォーマットのイメージ 

図 23：PowerBI を活用した地域データベースの視覚的分析の例 
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域ニーズ分布の異同やセクターごとのニーズ量の相違などを、そしてセクター省庁にとっ

ては省庁ごとに分類されたニーズなどを、視覚的・直感的に理解する助けとなる（図 23 参

照）。これは省庁による地域への政策説明の際にも有用である。この取り組みが「地域市民

ニーズ登録システム」のベースになった。 

 

これらの地域ニーズデータベースの有用性や可能性を DGDES 局長とプロジェクトコー

ディネータに説明したところ、ともに非常に強い関心を示し、MEPyD の「地域ニーズをセ

クター省庁につなぐ仕組み」としての試行を、MEPyD のボード会議21に諮ることが了承さ

れた。ボード会議は 2021 年 5 月 24 日に開催され、大臣、次官をはじめとする MEPyD 首脳

陣との活発な協議の結果、この取り組みの試行が正式に認められた。その後、地域ニーズデ

ータベースシステムは、「地域市民ニーズ統一登録システム（Registro Único de Demandas 

Ciudadanas Territoriales：RUDCT」と命名され、MEPyD の省内情報システムの一つになった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
21 MEPyD の大臣、次官、局長で構成される高次諮問会議 

図 24：地域ニーズを省庁政策に反映させるためのプロセスの修正案 
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この RUDCT を地域ニーズの中央省庁への連携ツールとして機能させるよう、MEPyD と

協議してその位置づけを図 24 のように整理した。各市で策定される PMD と地域経済開発

計画（PDEL）から抽出された地域ニーズは、MEPyD の地域事務所を通してまず RUDCT に

登録される。CDP と CT は RUDCT を活用して地域ニーズをレビューし、優先付けを行い、

その結果を RUDCT に登録する。RUDCT に格納された地域ニーズの情報は、MEPyD の

DGDES が行う公共セクター中期計画（PNPSP）の策定や年度更新に活用される。このプロ

セスを通ることで、各県や地域のニーズの傾向が PNPSP に反映されることになる。セクタ

ー省庁は PNPSP に示された国家政策に加え、RUDCT から直接見ることができる地域ニー

ズをレビューして、省ごとの戦略計画（PEI）と年間事業計画（POA）に反映させる。省庁

は政策に地域ニーズを反映させた場合（反映させられない場合も）、RUDCT の「ニーズ反映

状況」の欄に対応状況を入力し、必要に応じてコメントを残す。RUDCT の閲覧はオープン

にされ、CDM や CDP、CT メンバーをはじめ地域事務所でも対応状況を確認できるので、

モニタリングが可能になる。以上のような整理で、SNPIP における地域ニーズと中央省庁の

連結ツールとして RUDCT を位置づけ、MEPyD と合意した。 

 

g. プロジェクト成果普及セミナーの実施 

2021 年 11 月に、プロジェクト活動の成果である CDM 形成・PMD 策定ツールキットの

全国への普及を目的とした「プロジェクト成果普及セミナー」を、全国の 5 地域で実施し

た。このセミナーは、プロジェクト期間の 1 年延長が決まる前に企画実施したもので、実質

的なプロジェクトの終了セミナーと位置付けていたものである。セミナーの目的はツール

キットの普及促進という意味もあるが、より重要な目的は、このツールキットが MEPyD の

承認した正式なものであることを、全国の関係者に説明することにあった。そのため、事前

に MEPyD と協議し、MEPyD 主催の形を取った。表 7 と図 25 に示したのは、5 つのセミ

ナーの場所と実施日である。 

 

このセミナーでは、CDM 形成と PMD 策定が SNPIP の中でどう位置づけられるか、そ

れが市や県にとってどう役立つかを、地域の関係者に理解してもらうことに注力した。その

ためセミナーは MEPyD の主要部署の人材が、直接参加者に説明する形を取った。具体的

には DGDES が SNPIP の全体像と、国家の計画行政に市や地域の計画がどのように関係し

ているのかを説明し、続いて MEPyD の情報通信技術局（DTIC）が地域ニーズを中央レベ

ルに結びつけるための RUDCT を説明した。その後、VIOTDR の地域での役割を説明し、

プロジェクトスタッフが実際の活動と、その成果としての CDM/PMD ツールキットを説明

する―という流れだった。最後に参加者に対して、「ツールキット使えばだれでもすぐに始

められます、さあ、始めましょう！」というメッセージを伝え、セミナーを締めくくった。 
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地域名 日時 実施場所（実施都市） 

1．南部中央地域 11 月 9 日 外務省国際会議場（サントドミンゴ） 

2．南西地域 11 月 11 日 サントドミンゴ自治大学バラオナ校講堂（バラオナ） 

3．北西シバオ地域 11 月 16 日 サントドミンゴ自治大学サンティアゴ校講堂（サンティアゴ） 

4．北東シバオ地域 11 月 18 日 北東カトリック大学講堂（サン・フランシスコ・デ・マコリス） 

5．東部地域 11 月 24 日 サントドミンゴ自治大学イグエイ校講堂（イグエイ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

h. 地域ニーズ情報の分析方法の提案 

RUDCT には当初、プロジェクト対象地域の 4 県 17 市の情報が登録されたが、中央省庁

の政策への反映を考えると、プロジェクト対象地域の情報だけでは不十分である。そこで全

国 158 市のうち、PMD 策定済みの 90 市（うち 46 市は未更新）については、PMD を収集・

レビューして地域ニーズ情報を抽出して各県の CDP に送り、2022 年 2 月から 3 月にかけて

各県でニーズの集約と優先化が行われた。各県の CDP により優先化された地域ニーズは

RUDCT に追加され、登録された地域ニーズ数は、合計 3289（市レベル 2207、県レベル 1082）

になった。PMD 未策定の市が相当数存在するものの、地域ニーズ情報は全国を網羅するこ

とになった。情報はそれを活用することで価値が生まれる。プロジェクトでは収集された地

域ニーズ情報の登録支援にとどまらず、その情報の具体的な活用方法について提案した。以

下にその概要を述べる。 

 

① テーマ区分の提案 

RUDCT の最大の目的は、言うまでもなく地域ニーズのセクター省庁政策への反映にある。

北西シバオ地域 

北東シバオ地域 

東部地域 

Santiago 

San Francisco 
de Macorís 

南西地域 南部中央地域 
Hiüey 

Santo Domingo 

Barahona 

図 25：5 つの地域とセミナー実施場所 

表 7：成果普及セミナー実施スケジュールと実施場所 
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政策への反映には、公共投資事業（Proyectos de Inversión Pública: PIP）予算を通したアプロ

ーチと、各省の一般支出予算を通したアプローチがあり、予算形成プロセスが異なる。PIP

は MEPyD の公共投資局（DGIP）が審査・承認し、同局が管轄する公共投資システム（Sistema 

Nacional de Inversión Pública: SNIP）に登録されなければ予算が付かない仕組みになっている。

そのため、SNIP 登録フォーマットがあり、各省は PIP の SNIP 登録のためにフォーマット

に情報を入力する。他方、各省の一般支出予算の方は年間事業計画（Plan Operativo Anual: 

POA）の策定を通して予算化されるが、POA には定型書式がなく、各省共通のデータ様式

がない。これは情報をシステム的に関連付ける上で、致命的な障害になる。そこで両者に共

通する要素がないか検討したところ、財務省が予算の全体管理に用いている「機能的区分表

（Clasificador Funcional）」が双方に使えることが分かった。そこでこの区分表を用いてテー

マ区分を作り、双方のアプローチに地域ニーズを関連付けることを提案した（表 8 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
A: 地方自治体・管理 E: 農畜産業・灌漑 I: 健康 
B: 防衛・安全 F: 交通・通信 J: スポーツ・文化 
C: 工業・商業 G: 環境・廃棄物・下水 K: 教育 
D: 観光 H: 住宅・給水 L: 社会保障・その他 

 

表 8：財務省予算局の機能的区分表に基づいた共通テーマ区分 
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② 地域ニーズ情報の活用例の提案：国家計画策定用（主に MEPyD のために） 

機能的区分表の区分に基づいて地域ニーズ情報を共通テーマで区分し、県レベルでニー

ズ数を地図上に落とし、またニーズを担当する省庁と投入のタイプを合わせて表示させた

ところ、テーマごとに地域的な傾向が視覚的にとらえられるようになった（図 26 を参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このような地域ニーズ情報の見える化は、セクター省庁にとって政策立案や計画策定時

の基本情報として利用価値は高い。国家計画の中枢を担う MEPyD にとっては、より貴重な

情報源である。MEPyD にとって、SNPIP 適用のために上位政策である国家開発計画（END）、

政府政策、SDGs の考慮と共に、公共セクター中期計画（PNPSP）の策定には、地域の現状

を大所高所の視点で把握する必要がある（図 27 参照）。そのために上記の地域ニーズが示

管理・地方自治体 
工業・商業 防衛・安全 

観光 農牧業・灌漑 交通・通信 

住宅・給水 
環境・廃棄物 

保健 

スポーツ・文化 教育 社会保障・その他 

図 26：テーマごとの地域ニーズの地域的傾向 
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す開発テーマごとの地域の現状が役立つ。その意味でこの情報は MEPyD にとって極めて重

要な情報と言える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 地域ニーズ情報の活用例の提案：省戦略計画・年間事業計画用（主に省庁のために） 

ドミニカ共和国の省庁の政策策定プロセスは、一般的にトップダウンで行われることが

多く、地域ニーズに基づくボトムアップ的な政策策定は行われてこなかった。その意味で今

回構築された RUDCT は新たな取り組みであり、省庁にとっても地域ニーズ情報の体系的な

提供は初めての経験だった。したがって省庁の計画策定部署が地域ニーズ情報を有用なも

のと認識することが、RUDCT 活用促進の重要なポイントになる。 

 

そこでプロジェクトは省庁が地域ニーズ情報の有用性を認識できるように、前述の共通

テーマ区分と共にテーマごとに地域ニーズを振り分けて基本的な傾向が確認できるように

可視化し、ウエブベースで閲覧できるようにした（次ページの図 28 のイメージを参照22）。

これらの情報の視覚化は、「省庁が関心を持つ情報の見せ方とは何か」を、MEPyD の省内

システムを担う DTIC に対してプロジェクト側が提案したものの一つである。その最終的な

意図は、DTIC のシステムエンジニアが、省庁の計画策定担当者や地域のアクターに役立つ

RUDCT を作り上げることにある。この提案を受け、DTIC は PowerBI のダッシュボード機

                                                  
22 詳しくは https://sectoriales.prodecare.net/を参照。 

図 27：SNPIP 適用における地域ニーズと上位政策の考慮の重要性 
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能を利用した RUDCT 情報分析のためのインターフェイスを完成させた23（図 29 参照）。以

上により、RUDCT に関するプロジェクトから DTIC に対する技術移転を終了した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
23 以下の URL から DTIC が開発した RUDCT 情報分析インターフェイスを参照できる。
https://app.powerbi.com/view?r=eyJrIjoiNWQ2MjUyODMtMDYyNS00YzRmLWJjYzgtNDYzOWVmN2FiOTU2Ii
widCI6Ijg3M2FiNjNmLWUxNTQtNGQ0OC04ZTI5LTA5MTA4NmUwMTg1NSIsImMiOjF9 

図 28：プロジェクトが作成した RUDCT 情報の視覚化の例 
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図 29：DTIC が開発した RUDCT 情報の視覚分析ツールのインターフェイス 
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i. 公共投資事業への地域ニーズの反映の仕組みの構築 

上述の「h.地域ニーズ情報の分析方法の提案の①」で少し触れたが、ドミニカ共和国の公

共セクターの予算支出は、一般支出（Gasto Corriente）と資本的支出（Gasto de Capital）とい

う 2 つのカテゴリーで構成されている（表 9 を参照）。前者は省庁の一般予算にかかるもの

で、人件費を含む固定費と事業経費などで構成される。他方後者は公共投資事業にかかるも

のである。この予算区分に対応する形で地域ニーズを省庁の政策に反映するには、省庁の年

間実施計画（POA）に反映させる方法（前者）と、公共投資プロジェクトに反映させる方法

（後者）の 2 つのルートが考えられる。これをプロセスとスケジュールで示したのが図 30

である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域ニーズを政策に結びつけるためには、当然ながら政策策定前に地域ニーズが準備さ

れていなければならない。そのためには各市で PMD が策定されて地域ニーズが同定され、

年ごとの実施状況レビューを通した地域ニーズの更新と、県レベルで CDP による集約・優

先化が毎年初頭に行われている必要がある。それは各省の公共投資計画（PIP）の優先付け

が 3 月、POA 策定が 6 月に行われるからである。そこで 2022 年 3 月にプロジェクトは公共

投資中期計画（PNPIP）策定に対するアプローチを開始した。以下、PNPIP に地域ニーズを

関連付けるための活動について説明し、次節で省庁の POA への反映に関する活動を記述す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

表 9： 公共セクターの 2022 年度の予算収支の概要（赤枠は中央政府の予算支出） 

出所：”Informe de Consolidación de Presupuesto Formulado para el Sector Público No Financiero 2022”, p.34
から一部抜粋 
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SNPIP 法には MEPyD 計画次省による PIP の優先付けの実施が明記されているものの、こ

れまでは行われていなかった。しかし SNPIP 適用に注力している現政権下の MEPyD は、

公共投資事業の優先付けをすると決定した。プロジェクトはこの動きを地域ニーズの省庁

政策への反映に向けた重要な機会ととらえ、優先付け委員会（Comité de Priorización）への

参加を通して働きかけを行った。同委員会は MEPyD の経済社会開発局（DGDES）、公共投

資局（DGIP）、国土利用・地域開発次省（VIOTDR）で構成される組織横断的な委員会で、

委員会にはこれら 3 組織の局長と中核職員が参加していた。プロジェクトはこの委員会へ

の参加を承認され、地域ニーズを公共投資事業の優先クライテリアの一つにすることと、そ

のクライテリアを適用した次年度（2023 年度）の公共投資事業のリスト作りに参画した。

優先付けのクライテリア設定は、2022 年 2 月から 3 月にかけて集中的に議論され、その結

果、以下の表 10 に示したクライテリアが採択された。 

 

 

クライテリア 1 投資計画：実施度合いが高いものを優先（継続性及び早期完了のため） 

クライテリア 2 外部資金レベル：外部組織から資金援助を得た事業を優先 

クライテリア 3 人口密度：人口密度が低い地域により多くの投資 

クライテリア 4 社会経済レベル：より貧困度の高い地域により多くの投資 

クライテリア 5 公共投資事業の実施履歴：公共投資事業の実施数が少ない地域に投資 

クライテリア 6 PNPSP との関連：政府政策との関連性が強いものを優先 

クライテリア 7 開発評議会との関連：地域ニーズとの関連が強いものを優先 

図 30：一般支出予算と資本的支出予算の形成スケジュール 

表 10：優先付け委員会により採択された PIP の優先付けクライテリア（青字は地域ニーズとの関連） 



52 
 

 

このクライテリアを用いた優先付け委員会による PIP のレビューが、2022 年から開始さ

れた。レビューの対象になる公共投資事業は 800 以上、地域ニーズは 3000 以上ある。関連

付けの作業を効率的に進めるため、公共投資事業のリストに用いられている財務省発行の

機能分類法（Clasificador Funcional≒支出費目表）の「機能（Función）」の項目を用いて関

連付けをすることにした。今後は MEPyD の地域事務所による RUDCT への地域ニーズ登録

時に、この機能分類法を用いて地域ニーズに「機能」を割り当てることになっており、セク

ター省庁が事業形成する際、地域ニーズを容易に参照できるようになる。すでに登録された

地域ニーズデータに関しては、プロジェクトで全てのデータに「機能」部分を付け加え対応

した。このようにして「機能」項目が付け加えられた地域ニーズデータベースと PIP リスト

を連結させ、優先付け委員会に共有し、上述のクライテリアを適用して優先付けを行った

（図 31 を参照）。優先付け委員会で 785 事業を検討した結果、165 事業（21％）に地域ニ

ーズとの強い関係が認められ、優先度が高められた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

j. 主要セクター省庁による地域ニーズ対応ワークショップの実施 

対象地域 17 市の PMD から抽出された地域ニーズは 2021 年 6 月ごろデータベース化され

た。この地域ニーズデータはセクター省庁ごとに区分されたのち CDP によるレビューと優

先付けが行われ、県レベル地域ニーズとして取りまとめられた。プロジェクトは 2021 年 6

月末から 7 月にかけて主要 12 省庁を訪問し、地域ニーズの説明をした上で PEI と 2022 年

度 POA への反映を依頼したが、期待した成果は得られなかった。その原因として以下の点

が想定された。 

① 実施時期が PEI の更新時期を過ぎていた（新型コロナ規制による活動の遅れの影響） 

② セクター省庁の計画部の実質的な機能の理解不足（多くの省庁ではオペレーション部

図 31：公共投資事業の優先付け評価表（一部抜粋・濃い緑色は高評価） 
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が計画策定を行うため、計画部では期待する成果が得られない） 

③ 働きかけた部署のレベルの問題（より高次の次官・局長レベルへの働きかけが必要） 

④ 全国の地域ニーズが網羅されていない（対象地域 4 県のニーズだけでは全国レベルの

政策策定ができない） 

⑤ セクター省庁にとって積極的に取り組むインセンティブがない（地域ニーズの対応は

業務増加にあたる。業務が増えてもやる価値や意義を示す必要がある） 

 

2022 年の取り組みは、プロジェクトとして働きかけられる最後のチャンスだったため、

上述の教訓を踏まえ、以下に述べる対策をして再度省庁へのアプローチを実施した。働きか

けの時期に関しては、DGDES との調整を重ね、省庁の POA の策定時期に合わせて実施し、

働きかけのレベルに関しては、MEPyD 大臣から省庁の大臣に正式なレターを送付して

SNPIP 適用への協力を依頼した。地域ニーズが全国を網羅していない点については、既存の

PDM を収集して地域ニーズを抽出して各県の CDP による集約・優先付けを行い、RUDCT

に登録することで、ほぼ全国のニーズをカバーできるようになった24。また財務省予算局を

巻き込むこで、予算付けにつながるという省庁にとってのインセンティブを考慮して取り

組んだ。 

 

 

第 1 回ワークショップ（2022 年 6 月 8 日） 第 2 回ワークショップ（6 月 20 日） 

 農業省（MA） 

 商工・中小企業省（MICM） 

 保健省（MSP） 

 国家保健サービス庁（SNS） 

 公共事業・通信省（MOPC） 

 観光省（MITUR） 

 公共行政省（MAP） 

 内務・警察省（MIP） 

 国家警察庁（PN） 

 労働省（MT） 

 経済企画開発省（MEPyD） 

 水資源庁（INDRHI） 

 国家交通運輸局（INTRANT） 

 環境・天然資源省（MIMARENA） 

 教育省（MINERD） 

 高等教育科学技術省（MESCyT） 

 住宅建設省（MIVED） 

 スポーツ・リクリエーション省（MIDREC） 

 女性省（MMUJER） 

 上下水庁（INAPA） 

 国家青少年委員会（CONANI） 

 

POA に含まれる活動は一般支出予算（Gasto Corriente）により実施されている。公共投資

事業（PIP）と異なり POA の策定・実施に MEPyD は関与しないため、ここにいかに地域ニ

ーズを反映させるかが大きな課題である。単に地域ニーズを省庁に届けただけでは政策に

                                                  

24 ただし PMD がまだ策定されていない市が相当数あることに加え、策定されていても更新されていない

市があることが課題として残されている。これらの課題には MEPyD の地域事務所を通してプロジェクト

からも PMD 策定支援を行っている。 

表 11：地域ニーズ政策反映ワークショップ参加省庁リスト 
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は反映されないという前年の結果を踏まえて、より進んだ取り組みを DGDES と共に検討

し、主要省庁参加によるワークショップを開催することにした。表 11 に示したのがワーク

ショップに参加した省庁のリストである。 

 

ワークショップでは、省庁の担当者が地域ニーズを政策に結び付けやすいよう、各省と財

務省予算総局（DIGEPRES）が予算管理に用いている「プログラム構造表（Estructura 

Programática）」を採用し、そこに地域ニーズを対応させる形をとった。また、ワークショッ

プに参加した DIGEPRES 職員が「地域ニーズを政策に結びつけた場合、優先的に予算を配

分するよう考慮する」と説明することで、参加各省の取り組みへのインセンティブが感じら

れるようにした。またワークショップでこの演習をすることにより、地域ニーズを政策に反

映させる具体的なプロセスを学ぶことも、このワークショップの目的だった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ワークショップの結果、9 月末時点で参加 21 省庁のうち 12 省庁で、計 784 件の地域ニー

ズへの対応を検討しているとの回答を得られた。このうちいくつかの省では、2022 年予算

で地域ニーズに対応したもの、実施事業内で優先的に対応したもの、実施済みのものもあり、

写真 6：地域ニーズ政策反映ワークショップの様子 

上段左：VIOTDR 職員が地域ニーズの重要性を説明、右：財務省予算局職員が地域ニーズの政策反映の意義を説明 
下段左：ワークショップをファシリテートする DGDES 局長、右：検討結果を発表する保健省職員 
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その数は少なくない（784 件中 379 件、51％）。来年以降の POA に反映させると回答したも

の（155 件）も含めると 68％にのぼり、「確認済み（未対応）」73 件・9％や「検討中」177

件・23％を大きく上回った。このことから今回実施したアプローチの有効性はある程度示さ

れた（図 32 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

k. 最終合同調整委員会（CCC）の開催とプロジェクト終了業務の実施 

2023 年 2 月 21 日、プロジェクトの最後の合同調整委員会（CCC）が、MEPyD の国際協

力次省の会議室で開催された。この CCC には、パベル・イサ MEPyD 大臣、オラヤ・ドテ

ル国際協力次官、ルイス・マデラ計画次官、ドミンゴ・マティアス土地計画・地域開発次官

をはじめとする関係者、JICA 事務所からは近藤所長、ウアスカルプロジェクト担当職員、

プロジェクトチームからは 3 人の専門家とスタッフ 2 人が出席した。 

 

CCC はパベル・イサ大臣の挨拶から始まった。大臣からは「以前は国家計画・公共投資

システムが機能したことはなかった。プロジェクトはシステムを機能させるための道筋を

示してくれた。同時に政府の推進する『公共政策の地域化』にも大きく貢献してくれた。プ

ロジェクトには心から感謝している」と述べた。オラヤ・ドテル国際協力次官は「プロジェ

クトが残してくれた成果を受け、国際協力次省はこの成果を他国にも伝えたいと考えてい

る」と語った。近藤所長は「プロジェクトの成果は MEPyD のコミットメントの証であり、

JICA プロジェクトへの協力に感謝する。この成果をもたらした MEPyD の努力を祝福する。

今後はこの成果をいかに継続させていくかが重要だ」と述べた。その後、PDM の 2 つの成

図 32：ワークショップに参加した 12 省庁の地域ニーズへの対応状況 
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果ごとに、プロジェクト実施の成果を C/P がプレゼンテーションした。初めに地域における

取り組みとその成果を、VIOTDR のオラシオ・メドラノ開発評議会支援部長が、続いて計画

次省（VIPLAN）のレオマリ・リリアノ氏がそれぞれ発表した。プロジェクトチームからは、

プロジェクト目標の達成度を指標ごとに説明し、またプロジェクト終了後の取り組みに関

する提言を説明し、その内容について参加者の合意を得た。プレゼンテーションの後、大臣

と JICA 所長がミニッツに署名を行った。 

 

プロジェクトの最終の CCC を締めくくるにあたり、ドミンゴ・マティアス次官は、プロ

ジェクトの実施が MEPyD 内の主要関連部署である VIOTDR－VIPLAN－地域事務所間の関

係構築に大きく寄与したことに言及し、プロジェクトに感謝を述べた。ルイス・マデラ次官

は、「プロジェクトチームが仕事を通して示した地域への献身と愛情と、仕事への取り組み

姿勢が、地域の MEPyD への信頼を回復してくれた。VIPLAN 各局はそれらを継続すべく全

力を尽くす」と語った。プロジェクト最後の CCC は終了した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

CCCの終了後、プロジェクトチームは使用していた機材のリストを作成し、MEPyD側に供

与するための手続きを行った。これらの機材は主に地域事務所で使用される予定である。

また、プロジェクト終了に伴う事務所スペースを閉鎖するための業務を実施した。 

 

  

写真 7：2023 年 2 月 21 日に実施された最後の CCC の様子 

左：プロジェクト終了後の提言を説明する専門家、右：ミニッツに署名する MEPyD 大臣と JICA 所長 
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3. プロジェクト実施運営上の課題・工夫・教訓（業務実施方法、運営体制等） 

 

(1) 技術移転先を C/P 人材から SNPIP 適用ツール群に変更 

2017 年 7 月からプロジェクト終了までの 6 年間に、プロジェクトの C/P の体制は主だっ

たものだけでも 5 回変更されている。1 つ目はプロジェクト開始時の体制、2 つ目は 2018 年

4 月の MEPyD 北シバオ地域事務所設置時、3 つ目は 2019 年 9 月の同事務所の閉鎖時（本省

への移動）、4 つ目は 2020 年 8 月の新政権発足時、最後は 2021 年 9 月の MEPyD の DGODT

の土地利用・地域開発次省（VIOTDR）への昇格時で、いずれもプロジェクト C/P 体制が変

わり、想定していた技術移転対象の人材が変更になった。これ以外にも小規模の異動は断続

的に起こっている。このようなプロジェクトの C/P 体制の変更は、本プロジェクトに限った

ものではないが、結果として C/P 人材への技術移転は、プロジェクト実施の効果の継続性の

観点から課題であった。 

 

近隣諸国では国家元首の交代に伴い、法律の効力が無効化されるケースも少なくないが、

ドミニカ共和国は法律を尊重する国家である。大統領や大臣の交代、あるいはそれに伴う省

内の人事異動があっても、法律や省令は変わらない。それに比べ人材の方は、上述の通り不

確定度が極めて高いため、人への技術移転は継続性のリスクが高い。そこでプロジェクトで

は視点を変え、人への技術移転からプロジェクト目標である SNPIP 適用のための業務プロ

セスとツール群の形成に、プロジェクト活動で得られた知見を集中させることにした。これ

により政権交代や SNPIP の運用に関係する人材が異動しても、ツールを参照にして業務に

従事することが可能になった。 

 

(2) C/P の経験を踏まえた CDM 形成や PMD 策定などの標準パッケージ化 

CDM と PMD は、国家計画・公共投資システム法（SNPIP、2006 年）と地方自治体法（2007

年）で、その形成と策定が義務付けられた。CDP については SNPIP で設置が義務付けられ

ている。しかし法律や大統領令には、具体的な形成や策定方法が記載されていないため、法

律公布以降、主に全国市長連合会（FEDOMU）による方法論の確立の努力が行われ、CDM

形成ガイド（2012 年）と PMD 策定ガイド（2011 年）が MUSOL（Municipalistas por la Solidaridad 

y el Fortalecimiento Institucional）の支援を受けて作成された。以来、DGODT（当時）やFEDOMU

の努力により、EU、世銀、UNDP、JICA、AECID など様々なドナーの支援を受けて、CDM

形成と PMD 策定の取り組みが全国各地で行われてきた。しかしそれらは市レベルにとどま

り、県のまとまりでは取り組まれてこなかった25。その結果、CDP の形成や CDP による地

                                                  
25 JICA の支援で 2012 年より実施された DECADA プロジェクトが唯一の例外で、初めて県レベル（北西

部ダハボン県）での取り組みが実施された。本プロジェクトはその流れを拡大させたもので、ダハボン県

を含む北西部 4 県という県のまとまりごとに取り組みを実施したことから、CDP の形成と CDP による地

域ニーズの集約・優先付けまで踏み込め、これが後に RUDCT へとつながった。 
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域ニーズの集約・優先付けに着手することができなかった。 

 

多様なドナーの支援は、支援を受けた DGODT や数多くの NGO、コンサルタントそれぞ

れの独自の CDM 形成・PMD 策定につながり、結果として DGODT には 100 を超える PMD

策定ツール群が集まったものの、法律が規定している「市長就任後 6 か月以内に PMD の策

定」を可能とする統一した策定方法の確立には至らなかった。また PMD の策定過程で、市

の地域診断結果と計画間の連携が確保されない点も課題として浮かび上がった。プロジェ

クトはこのような背景を理解した上で、CDM 形成・PMD 策定の方法確立に取り組んだ。 

 

一つの工夫として、DGODT などこれまでの取り組みの経験や蓄積されたツール群をベー

スに方法を再構築する方針を取った。それは、まったく新たな方法を提案すると、従来の努

力を否定していると受け取られかねないからである。そのためプロジェクトは、これまで策

定された PMD と蓄積されたツール群のレビューから始めた。 

 

こうして再構築した CDM 形成・PMD 策定の方法だが、その試行にあたって新たな課題

が生じた。当時、共に活動した地域事務所職員やプロジェクトが直接契約したスタッフも、

期待した成果を上げることができなかった。それはスタッフに自分の方法で活動できる自

由度（甘さ）が残っていたためである（支援者の能力によってプロセスや策定される開発計

画に差が生じる）。 

 

そこでプロジェクトは、日本の学習参考書をイメージして、人によって異なる結果が起こ

らないよう、活動のプロセスとスピード（時間）、各セッションの成果、次に続くステップ、

次回セッションまでにやっておくべき作業などを整理した。また、それらの作業に必要な統

一されたツール類（説明用プレゼン資料、セッションに必要な書類、必要とされる機材）な

どを用意し、プロセスごとにパッケージ化した。さらにパッケージに改善を加え、CDM 形

成・PMD 策定の方法を取りまとめ、MEPyD とも協議して、公式な手法として MEPyD の承

認を得た。 

 

(3) 関連法規の現実的な理解 

ここでいう関連法規は主に SNPIP 全般と、地方自治体法の CDM 形成・PMD 策定に関する

部分を指す。SNPIP は、国の長期開発戦略である国家開発戦略（END）と政権の政策、そし

て横断的課題である SDGs という 3 つの上位政策と、全国の地域ニーズを、公共セクター中

期計画（PNPSP）に最適化させ、かつセクター省庁の政策（PEIとPES）と年間事業計画（POA）

にも地域ニーズを反映させることで、上位政策との連携を維持しつつ国民のニーズに応え

る国家システムである。その運用には関係アクター間の高度な調整が求められるものの、国

家の上位政策から地域の発展に必要なニーズまで包括した理想的な国家計画策定・実施シ



59 
 

ステムと言うことができる。 

 

他方、地域の現状を見ると、ドミニカ共和国の自治体は、中米諸国と比較しても市の予算

規模が最も小さく、市が単独でできることは少ない。つまり地域ニーズのうち、市が管轄す

るごみ処理や市道の維持管理などの基本的なサービスを除くと、かなりの部分は中央省庁

による対応を待たなければならない状況にある。したがって自治体の計画策定・実施能力を

いくら強化してもその効果は限定的で、地域の発展に多くの寄与は望めない。そこに SNPIP

の完全な適用、特に地域ニーズを中央省庁の政策（具体的には公共事業やサービス）に反映

させることの重要性がある。 

 

このような現状認識から、プロジェクトは SNPIP 適用の重要性に着目し、その理解に努め

てきた。理解には 2 つの視点がある。一つは SNPIP の全体的なデザインと機能の理解、も

う一つは SNPIP の適用を担う MEPyD や中央省庁（特に計画部署）の対応状況の理解であ

る。全体的なシステムのデザインについては、SNPIP 法（498-06 法）とその適用細則に関す

る大統領令（493-07 条令）を読み込み、SNPIP 構造関連図、政策ツール策定カレンダー、

SNPIP 適用業務フローチャートなど、視覚的に理解できる形に整理した。SNPIP の適用を担

う実施体制の現状については、プロジェクト活動を通じた MEPyD 内の関連業務の実施状況

と人員配置体制に加え、中央省庁の計画部局の業務実施状況についても理解に努めた。 

 

その結果、SNPIP 適用上の弱点が明らかになった。第一に市長就任後 6 か月以内と定めら

れた PMD 策定の支援体制の脆弱さ、二点目は地域ニーズを中央に連結させるための適切な

手段がないこと、三点目が地域ニーズを中央省庁の政策に反映させる方法がないことであ

った。 

 

一つ目の弱点を担当しているのが VIOTDR である。VIOTDR には大きく分けると土地利

用計画、危機管理、開発評議会強化の 3 つの機能があり、それぞれを担当する部局がある。

このうち CDM 形成・PMD 策定を支援するのは開発評議会強化支援部で、そこに配置され

ている人員は 15 人程度である。この体制でも全国 158 市への支援が対応可能な方法を考え

る必要があった。その結果たどり着いたのが、VIOTDR の支援を必要としない、市独自で

CDM 形成・PMD 策定を可能とするツールキットの作成だった。このツールキットは 2021

年 11 月に実施したプロジェクト成果普及セミナーで、全国の市に配布した。 

 

二つ目の地域ニーズの中央レベルへの連結の方法については、だれがどう地域ニーズ情

報を取りまとめてどんな方法で中央レベル（具体的には MEPyD）に送るのかが問題になる。

プロジェクトで取り組んだ北西部 4 県の経験から推定すると、全国の地域ニーズ数はおよ

そ 5000 から 6000 程度に上ると想定できた。これを取りまとめるのは相当な業務量になる
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が、VIOTDR にはそれに見合うマンパワーがない。VIPLAN も同様である。プロジェクトで

は PMD に含まれる地域ニーズ表作成時にデータベースに登録する方法を検討した。しかし

県レベルでは別途登録する必要があった。この検討過程で MEPyD の地域事務所が再設置さ

れることになったため、プロジェクトは、地域事務所の業務の一つに地域ニーズの把握と登

録を含めるよう働きかけた。これにより、全国各市で行われる PMD 策定に合わせて地域事

務所が地域ニーズを確認しデータベース（のちの RUDCT）に登録することになり、VIOTDR

や VIPLAN の負担増を伴うことなく、地域ニーズの中央レベルへの連結が可能になった。 

 

最後の弱点は、地域ニーズの省庁政策への反映方法に関するものである。プロジェクトでは、

支援対象の 4 県 17 市の地域ニーズと、各県の CDP が集約・優先付けをしたニーズを基に

EXCELテーブルを作成し、省庁ごとに区分した上で 2021年 7月に主要 12省庁を訪問して、

次年（22 年）度の POA に反映させるよう依頼した。しかし期待した成果は得られなかった。

POA 策定の時期が過ぎていたこともあるが、省庁にとって業務量増加に見合うメリットを

示せなかったことが要因と考えられた。そこで 2022 年には財務省予算局の協力を得てワー

クショップを実施し、地域ニーズ反映の具体的なやり方を、演習形式で体験してもらい、加

えて MEPyD 大臣から省庁の各大臣あてに地域ニーズを政策に反映させるよう依頼するレ

ターを送付した。その結果、700 を超える地域ニーズが省庁によってレビューされ、300 強

のニーズへの対応が実現した。また 200 余りのニーズについては、次の年度以降対応すると

の回答を省庁から得た。 

 

(4) C/P（MEPyD）の意向に沿った適時な提案 

プロジェクトでは SNPIP の理解と適用の具体的な方法についても検討してきた。それが

CDM 形成・PMD 策定プロセスの整理とツールキット化であり、地域ニーズのデータベース

化であった。このような検討は、C/P のプロジェクト実施体制の大きな変化の際に役立った。

第 1 の転換点は 2019 年の MEPyD 大臣交代に伴う地域事務所の閉鎖と、プロジェクト拠点

の本省への移動時だった。MEPyD 大臣からは首都ベースでプロジェクトを実施してほしい

と要望があり、その際「CDM 形成・PMD 策定ツールキットを用いた、地域事務所に依らな

い取り組みが可能である」ことを大臣に提案し、この方法が採用された。次の転換点は

RUDCT の提案の時だった。2021 年 5 月、新型コロナウイルス感染対策で、MEPyD の活動

自体が停滞する中、省内局長レベルでの内々の協議を経て、新政権発足後着任した新 MEPyD

大臣に対して、地域ニーズを中央レベルに結びつける重要ツールとしてデータベースシス

テム導入を提案した。大臣の即決により、このデータベースシステムの試行が決まり、後に

これが「RUDCT」として機能することになった。このように重大な局面で適切な提案がで

きたのは、SNPIP を現実に適用するにはどうしたらいいかという課題に向き合い、具体的な

対応のアイデアを持っていたからである。 
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(5) データベースから DX へ 

デジタル・トランスフォーメーション（DX）とは「ビジネスモデルから顧客体験、プロ

セス、オペレーションに至るまで、企業のあらゆる側面においてデジタル化を優先し、顧客

第一主義でアプローチするものである。それは AI、自動化、ハイブリッドクラウドなどの

デジタル技術を駆使し、データを活用してインテリジェントなワークフローを推進し、より

良い意思決定を効率化し、市場の混乱にリアルタイムでの対応を促進する」（IBM による DX

の定義より26）とされる。プロジェクトが最初に考えていた地域ニーズデータベースは、そ

の意味で DX まで至っていなかった。しかしプロジェクトはデータベースを単なるデータ

の格納庫ではなく、上述の定義に示されているような情報の活用（データの見せ方）まで検

討して MEPyD の情報通信技術局（DTIC）に提案した。その結果、データベースシステムは

RUDCT に発展し、MEPyD の限られたマンパワーの中で、地域ニーズ情報を中央レベルに

連結させる効率的なツールとなった。また、MEPyD にとっても国家発展の方向性を示す公

共セクター中期計画（PNPSP）策定の分析ツールとして利用できるようになった。セクター

省庁にとっても、地域での政策の立案・実施に役立つ重要な分析ツールとなったことを考え

ると、MEPyD にとっての DX ツールに発展したと考えられる。 

 

(6) プロジェクトスタッフの育成 

プロジェクトで雇用するローカルスタッフは、通常、専門家の指示を受けて動く人材と考え

られている。本プロジェクトでも当初、専門家が指示を出していた。プロジェクト前半の活

動は、支援対象市における CDM 形成・PMD 策定の支援であったが、対象市の数が多いこ

ともあり、中核となるスタッフ（中核コーディネータ）の下にアシスタントを付ける形にし

ていた。活動はまず専門家がやって見せ、次に中核コーディネータが専門家のスーパーバイ

ズの元で活動することで経験を積み、続いて中核コーディネータがアシスタントに伝え、最

終的にはアシスタントが単独でも活動に取り組めるような実施体制を構築した。 

 

しかし市の事情は個々に異なるし、活動中には突発的な出来事が起こることもある。その

時、専門家が現地にいるとは限らない。指示がなければ動けない（動かない）体制では、プ

ロジェクトの進捗に影響が出る。そこで専門家内で議論し、スタッフが一層主体的に活動で

きるよう方針を変えることにした。つまり、指示を出すのではなく（専門家が最終的には責

任を終える範囲で）スタッフに責任を与え、必要な支援はしつつもスタッフ自らが考えて行

動できるようにした。そして成果が出れば（お世辞ではなく）誉め、より高度なミッション

に挑戦できるようにした。うまくいかない場合は専門家が必要な支援をして再度取り組ま

せ、成功体験を積み重ねられるようにした。 

 

このようにスタッフへの対応を変えたことが、新型コロナウイルスの感染拡大とそれに

                                                  
26 https://www.ibm.com/es-es/topics/digital-transformation から引用・翻訳。 
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伴う 1 年間にわたる専門家の渡航制限の際に、大きな効果を生んだ。専門家は Zoom や

WhatsApp などを通して、遠隔でコーディネータを支援したが、具体的な細かい活動の判断

は、3 人の中核スタッフが担って現場での活動を続けた。 

 

専門家の現地業務再開後、活動の主体は中央レベルに移ったが、中央レベルでの SNPIP 適

用促進に関する複雑な業務も、専門家の指示で動くのではなく、専門家と共に考え議論しな

がら、より適切な方法を考え実施していった。プロジェクトとして責任をとれる範囲で、ス

タッフが自ら考えた方法で取り組み、成果を出して自信をつける、という正のサイクルが機

能した結果、中核スタッフの能力は飛躍的に向上した。これがプロジェクトの目標達成に大

きく貢献している。 

 

 

 

  



63 
 

4. プロジェクト目標の達成度 

 

4-1. プロジェクト指標に基づいた目標達成度 

 

以下、プロジェクト・デザイン・マトリクス（PDM）に示されたプロジェクト目標およ

び成果の指標の達成度を記述する。 

 

(1) プロジェクト目標の指標による達成度 

 

指標1：CDM形成・PMD策定ツールキットが正式な手法としてMEPyDにより承認されてい

る。 

⇒ プロジェクトが提案した「CDM形成・PMD策定ツールキット」は、前述の通りMEPyD

が正式な手法として承認しており、指標は達成された。 

 

指標2：CDP形成・県ニーズ集約キットがMEPyDにより承認されている。 

⇒「CDP形成・県ニーズ集約キット」もMEPyDが承認しており、指標は達成された。 

 

指標3：対象地域のPMDに含まれているプロジェクトを独自に実施している自治体数が80％

以上ある。 

⇒ プロジェクトの支援対象17市のすべて（100％）でPMDに含まれる事業の実施を確認

したことから、指標は達成された。 

 

指標4：対象地域の 94％（16/17）で CDM が形成されPMDが策定されている。 

⇒ 対象地域の17市におけるCDMの形成は、2020年9月までにすべての市（100％）で終

了し、2021年2月に全市（100％）でPMD策定が完了。市議会による承認も終了してい

るため、指標は達成された。 

 

指標5：地域ニーズを中央省庁に連携させるための地域ニーズデータベースが、MEPyDに

より承認・構築される。 

⇒ 地域ニーズデータベースはMEPyDが承認し、DTICが省内に構築・内包化したことか

ら、指標は達成された。 

 

指標6：データベースに含まれた対象地域のニーズが少なくとも5つ以上の中央省庁の政策

に反映されている 

⇒ 地域ニーズ政策反映ワークショップに参加した主要21省庁中12省庁で、784件の地域
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ニーズが検討された。うち実施中・実施済みが327件、2022年のPOAで対応が52件、2023

年以降のPOAで対応予定が155件だった。この結果から、5つ以上の中央省庁で政策への

地域ニーズの反映が行われていると言えるため、本指標は達成された。 

 

以上の結果から、プロジェクト目標は達成された。 

 

 

(2) 成果指標の達成度 

 

成果1-1：「CDM形成とPMD策定のためのツールキット」が開発される。 

⇒「CDM(市開発評議会)形成・PMD(市開発計画)策定ツールキット」はVIOTDRを中心と

するMEPyDの関係者の合意を得て最終化され、開発のすべてのプロセスが終了した。よ

って本指標は達成された。 

 

成果1-2：対象地域の90％の市でCDM/PMDツールキットを用いてCDM形成・PMD策定が

行われ、市議会により承認される。 

⇒ 対象地域の17市のPMD策定は、各市で形成されたCDMにより2020年10月に開始さ

れ、2021年2月頃に全市で策定を終えた。同年3月末までに市議会の承認を得て、対象全

市でPMD策定が終了した。よって本指標は達成された。 

 

成果1-3：CDP形成キットが開発され、対象地域のすべての県でCDPが形成される。 

⇒ CDP（県開発評議会)の形成プロセスを取りまとめた「CDP形成ツールキット」を適用

して、対象地域4県すべてでCDPが形成された。またその成果をフィードバックしてツー

ルキットを改善し最終化した。最終化したツールキットはVIOTDRと協議し、MEPyDが

承認する正式なツールキットになったことから、本指標も達成された。 

 

成果1-4：県レベル地域ニーズの集約プロセスが作成され、対象地域のすべての県で地域ニ

ーズがCDPにより集約される。 

⇒ 対象地域の4県で形成されたCDPとCTによって、各市のPMDから抽出された地域ニー

ズが集約・優先付けされて地域ニーズリストが作成された。これらの活動と成果は地域

ニーズ集約プロセスとして整理された。本指標も達成された。 

 

成果1-5：PMDから抽出された地域ニーズ、CDPにより集約・優先付けされた地域ニーズが

データベースに登録される。 

⇒ 対象地域の4県で集約され優先化された地域ニーズは、MEPyDの地域ニーズ登録シス

テム（RUDCT）に登録された。さらに対象地域以外の市の既存のPMDから地域ニーズを
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抽出してRUDCTに登録した。これらの地域ニーズデータは、各県のCDPが集約・優先付

けし、RUDCTに登録していることから、本指標も達成された。 

 

成果1-6：対象地域各県でローカルニーズが集約されMEPyD・中央省庁に引き渡される。 

⇒ 対象地域の4県にその他の県の地域ニーズを加えた3289件の地域ニーズリストは、

MEPyDに内包化されたRUDCTに登録され、2022年6月のワークショップを通して主要省

庁に引き渡された。本指標も達成された。 

 

成果1-7：MEPyD（地域事務所を含む）が各市・県を支援できる体制および能力を有して

いる 

⇒ MEPyDが設置した5つの地域事務所は、県や市におけるSNPIP適用の支援を担当する。

これら地域事務所をVIOTDRが指導するため、プロジェクトはVIOTDR職員に対する

SNPIP適用能力の強化を支援してきた。またプロジェクトは2022年7月以降、地域事務所

による対象地域以外の市でのPMD策定支援の技術的指導をOJTで実施しており、

VIOTDR・地域事務所共に業務実施能力が蓄積されつつある。このように中央から地域へ

のカスケード形式支援体制が構築され、また支援に関する能力も付きつつあることから、

本指標は一定程度達成された。 

 

成果1-8：SNPIPの全国展開を想定した「CDM形成・PMD策定ツールキット利用ガイド」

が作成される 

⇒ 開発された「CDM形成・PMD策定ツールキット」利用促進ガイドは、2021年末に全

国で実施したプロジェクト成果普及セミナーに合わせて作成され、その後VIOTDRと協

議し最終化された。本指標は達成された。 

 

 

成果2-1：中央省庁と地域ニーズを連携させる地域ニーズデータベースシステムが開発され

る。 

⇒ プロジェクトは、地域ニーズを中央省庁の政策に結び付けるツールとして、地域ニー

ズデータベースの構築を2021年5月にMEPyDに提案した。その後、対象地域での活動や各

省庁との調整を通して地域ニーズデータベースを検証し、その結果を反映させてデータ

ベースの開発を終了させた。よって本指標は達成された。 

 

成果2-2：地域ニーズデータベースシステムがMEPyDにより承認され内包化される。 

⇒ 2021年7月末、プロジェクトはMEPyD首脳陣に地域ニーズデータベースのプレゼンテ

ーションを行った。MEPyD大臣は同データベースの重要性を認識し、MEPyD内に地域ニ

ーズデータベースシステムを構築するよう情報通信技術局（DTIC）に指示した。DTICは
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MEPyD内のサーバー内にシステムを構築し、すべての地域ニーズ情報が登録された。こ

のことから本指標は達成された。 

 

成果2-3：地域ニーズデータベースシステム使用・活用法が、省内および中央省庁に認知・

理解される。 

⇒ 2021年7月の各省訪問と、その結果をフィードバックして2022年6月に実施した地域ニ

ーズの政策への反映のためのワークショップで、地域ニーズデータベースを用いた。参

加した主要21省庁の計画部と財務部の職員は、データベースを用いて、それぞれの省庁

の政策に具体的に反映させる取り組みを行った。これはOJTによるデータベース活用法

の習得でもあり、同時にデータベースの認知や理解にもつながった。そして、12省庁が

政策に反映させる、または反映を予定する動きにつながった。このことから本指標は一

定程度、達成されたと言える。 

 

成果2-4：いくつかの中央省庁の計画策定（PEI、POA）に、地域ニーズデータベースの活

用が開始されている。 

⇒ 前述のワークショップに参加した21省庁中16省庁で、地域ニーズへの対応が検討され、

そのうち少なくとも12省庁で具体的な動きが確認された。そのうち行政管理省（MAP）

では2022年度のプログラムを利用した研修を終えている（3件のニーズに対応）。加えて

10省庁（計11省庁）で、合計134件の地域ニーズが「2022年のPOAで対応済み」となり、

次年度以降のPOAでも対応が予定されていることから、本指標は達成された。 

 

 

4-2. DAC評価6基準に基づいた評価 

 

(1) 妥当性（relevance） 

ドミニカ共和国は1990年代以降、堅調な経済成長を実現しているが、国内の地域間格差や

貧困問題などの課題はいまだ解消には至っていない。政府は2006年12月、地域のニーズを取

り込んだ国家開発を推進するため、国家計画・公共投資システム法（SNPIP法）を制定し、

国家開発戦略やSDGs実現に向け、上述の課題を含む様々な開発課題に取り組み始めた。し

かしながらSNPIPの適用は、膨大な関連アクター間との高度な調整を必要としているため、

その適用は容易ではなかった。本プロジェクトはSNPIP適用の支援を目的として形成された。

SNPIPの適用はドミニカ政府、特にC/PであるMEPyDの長年にわたる願いであり、また国家

開発戦略（END）と強い関連がある。SNPIP適用は地域ニーズの中央政府政策への連結を意

味しているため、広く国民（受益者）の様々なニーズにも応えるものである。したがって本

プロジェクトの実施の妥当性は極めて高い。 

 



67 
 

実施期間中の変化への対応に関しては、「3．課題・工夫・教訓」の「技術移転先をC/P人

材からSNPIP適用ツール群に変更」の節で説明したように、プロジェクト実施期間中に複数

回あった実施体制の変更に柔軟に対応し、プロジェクト目標の達成に向け、成果を出せた。

このことはプロジェクト実施体制の妥当性を示している。 

 

(2) 整合性（coherence） 

独立行政法人国際協力機構中期目標に記載されている「日本の開発協力の重点課題」の

「（3）普遍的価値の共有、平和で安全な社会の実現」との整合性が強い。具体的には以

下の項目との整合性が挙げられる。 

ア） 平和と安定：「国・社会づくりに貢献するため、住民から信頼される政府と強靭な社

会の形成の促進に資する支援を行う」 

イ） 法の支配・ガバナンス：「人身や言論の自由、民主主義、基本的人権の尊重、法の支

配といった普遍的価値が共有され、開発途上地域の国民一人ひとりが人間として尊重

される社会の実現に向け、その基盤となる民主的かつ包摂的なガバナンス強化のため

の支援を行う」 

ウ） 公共財政・金融：「国民の生活が安定、向上する社会を目指し、資源の効率的な配分

が行われるよう公共財政・金融システム構築のための支援を行う」 

SNPIP適用は、直接・間接的に上記項目の達成を目指していることから、その支援を目

的とする本プロジェクトと日本政府の上述の政策は整合している。 

 

(3) 有効性（effectiveness） 

本報告書の「4．プロジェクト目標の達成度」の「4-1．プロジェクト指標に基づいた目標

達成度」の節で説明したように、プロジェクト目標はほぼ達成されている。当初のプロジェ

クトデザインでは、中央省庁はパイロット省庁2省のみを対象としていたが、C/Pからの要望

により対象を21主要省庁へと広げたこと、また対象市17市（当初計画では41市）を実質全国

の市に拡大したことから、目標達成の難度は大きく上がった。にもかかわらず、達成度は高

いことから有効性は高い。 

 

(4) インパクト（impact） 

ドミニカ共和国は歴史的背景から、トップダウン型で施策が実施される傾向が強いが、

SNPIPは上位政策（国家開発戦略・政府計画・SDGs）と地域ニーズを政府政策に反映させる

という、トップダウン・ボトムアップの双方を伴うバランス型の計画策定システムである。

プロジェクト実施によって、困難だったボトムアップ部分の仕組みを構築でき、実際に地域

のニーズが中央レベルに連結できたことで、これまでのトップダウン型の政治・政策システ

ムからバランス型への移行に大きく貢献している。これは同時に現大統領の公約である「住

民が生活するところに公共政策を」に資するものでもある。こういった動きは、民主制の枠
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組みで考えると、後述の「5．提言」で示したように、ドミニカ共和国の民主主義指数の改

善傾向にも貢献していると考えられ、大きなインパクトと考えられる。 

 

(5) 効率性（efficiency） 

プロジェクトでは前半にPMD策定の手法構築とツールキット化、続いてPMDから抽出し

た地域ニーズの集約・優先付け手法の構築とツールキット化を集中的に行い、その成果を用

いて地域ニーズを中央レベルに結び付けるツールである「地域市民ニーズ登録システム

（RUDCT）」の構築、最後にRUDCTに蓄積された地域ニーズをセクター省庁の政策に結び

つける取り組みをした。セクター省庁の政策への地域ニーズの反映においては、地域ニーズ

がプロジェクト対象地域のものだけでは不十分であったため、全国の地域ニーズの抽出に

まで活動を広げた。これにより地域の広がりは17市から全国レベルまで、また2パイロット

省庁から全省庁を対象とした取り組みにアプローチを変更した。対象領域・範囲の増加によ

る投入量は、COVID-19による活動の遅れに伴う1年間の延長分を除くと増加していないに

もかかわらず、目標は達成されていることから、効率性は高い。 

 

効率性を高めたもう一つの要因として、「3．課題・工夫・教訓」の「（6）プロジェクト

スタッフの育成」がある。このセクションで説明したように、プロジェクトは自身で考えて

行動できる「自律的なスタッフ」の育成に取り組んできた。自律的に活動できるようになっ

たスタッフにより、業務の効率性は大きく改善された。特に1年間に及ぶCOVID-19による専

門家の渡航制限の時期には、専門家不在の中、スタッフが現地での活動を継続したことが、

その後の展開につながり、最終的には目標達成に大きく貢献している。 

 

(6) 持続性（sustainability） 

C/Pと共にプロジェクトが目指してきたSNPIP全面適用は動き出した。しかしシステムは

継続して動かし、必要な修正や改編を通して、より効率的に機能させる努力が必要不可欠と

なる。後述の「5．提言」の「（1）SNPIP適用をいかに継続し発展させるか」に示した取り

組みが、今後の継続性を大きく左右する。C/PのSNPIP適用継続への意欲は高く、今後実現

する可能性は低くはない。しかし2024年に大統領選挙が控えており、MEPyD省内の実施体

制の変更も考えられることから、少なくとも選挙まではMEPyDで継続の努力が続いている

かをウォッチし、必要に応じてJICA事務所からの支援をお願いしたい。 

 

MEPyD省内の組織・体制面については、行動を共にしながら、現在の体制で可能な活動を

デザインしている。技術面についても、市や県、地域事務所・MEPyD本省の関係部局の現

状を踏まえて、ツールキット類を作成した。財務面ではプロジェクトからの支援は極力控え

てきた。これらのことから、組織・体制面、技術面、財務面での継続性は、ある程度確保さ

れている。ただし、繰り返しになるが、継続に向けた取り組みの有無が大きく影響すること
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から、これら項目の実施を切に願う。 
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5. 上位目標の達成に向けての提言 

 

MEPyDと共に実施した取り組みにより、CDM形成・PMD策定を通して抽出された地域ニ

ーズは中央レベルに連結され、SNPIPは最低限の機能ながら起動した。今後はこれを継続し

つつ改善を重ね、SNPIPで描かれた機能の完全適用、すなわち上位目標の達成（SNPIP機能

の全国展開）を目指す必要がある。いかにシステムの機能を継続させ発展させるか、そのた

めに取り組むべき項目を、直近のものから中期のものまで以下に示す。 

 

＜直近の取り組み＞ 

(1) 地域での政策説明ワークショップの継続（地域事務所－VIPLAN－VIOTDR） 

 MEPyD・中央省庁が地域の声を聴いて対応していることを示す 

 国の政策と地域ニーズの統合を実現するための道筋を示す 

 現政権のマニフェストと完全に一致していることを示す 

 地域事務所が地域の「顔」としてポジショニングする重要な機会でもある 

 

(2) 全国の市に対するCDM形成・PMD策定支援の継続（地域事務所－VIOTDR） 

 RUDCTの地域ニーズ情報はまだ完全には全国を網羅していない 

 政策ツールとして理想的に機能するためには全国のニーズを網羅する必要がある 

 CDM形成・PMD策定への支援の継続が重要である 

 

(3) 地域ニーズの抽出・登録・CDPによる集約と優先付け（地域事務所－VIPLAN） 

 PMD更新に伴う地域ニーズの年ごとの更新が適切な政策更新のカギになる 

 PMD更新と年ごとの地域ニーズの更新と登録、CDP・CTによる優先付けとその登録を

年末年始にかけてのルーティンにする必要がある 

 これらの支援が円滑に行えるよう計画次省（VIPLAN）による地域事務所への指導が

重要である 

 

(4) 改訂されたRUDCT情報の分析結果のPNPSP更新への反映（DGDES） 

 公共セクター中期計画（PNPSP）は上位政策と省庁政策（PEI/PES、POA）を連結する

重要なツールである 

 地域ニーズの傾向（46ページ参照）のPNPSPへの反映は、国レベルでの地域ニーズの

反映につながる 

 PNPSPの年度更新をPEI/PES更新前、特にPOA策定前に行うことが重要である。 

 

(5) 地域ニーズクライテリアによる2024年度の公共投資事業の優先付けの実施（公共投資
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局：DGIP） 

 実質昨年から開始された公共投資計画（PIP）の優先付けの継続が地域ニーズの政策反

映に重要である 

 PIP優先付けが地域での政策説明ワークショップの根幹なので継続実施が極めて重要で

ある 

 更新された地域ニーズリスト活用が、より直近のニーズのPIPの優先付けにつながる 

 

(6) 中央省庁の2024年度POAへの地域ニーズの反映（DGDES・中央省庁） 

 RUDCT周知イベントを通して、各省での地域ニーズへの対応を、強く要請する必要が

ある（2022年にはトライアルとして主要な21省庁を対象にワークショップを開催して、

地域ニーズへの対応の具体的な方法を検討した結果、21省庁中16省庁で800に近い地域

ニーズがレビューされ、対応の検討が行われた。今後はより多くの省庁による地域ニー

ズの対応が実現するよう、今回も実施したように大臣から各省へのレターの送付や以

下の(7)に示した省庁の計画部署への研修実施など、各省への働きかけを行ってもらい

たい） 

  

＜中期的な取り組み＞ 

 

(7) RUDCT活用の促進 

 中央省庁の計画部署向けRUDCT分析手法の研修により地域ニーズ情報の政策への反映

を促進させる（DGDES） 

 公共事業・サービス実施モニタリングを目的とした地域アクター向け研修が重要である

（VIOTDR－地域事務所） 

 

(8) SNIPへの地域ニーズ情報の連結（DGIP－DGDES－DTIC） 

 省庁のPIPの公共投資システム（SNIP）への登録時に地域ニーズ情報を参照できるよう

プログラムを修正することができれば、より地域ニーズの政策への反映が容易になる 

 現在進行しているSNIPと他システムとの統合の検討時に地域ニーズを参照する修正を

追加する 

 次回の「公共投資事業形成・強化ガイドライン」と「公共投資システム技術基準」の

改定時にRUDCTの活用についての記述を追加する 

 

(9) RUDCT活用を前提としたPEI/PES策定マニュアルの改訂（DGDES） 

 DGDESが作成したガイドライン集「計画シリーズ（6冊）」と「モニタリング評価シ

リーズ（2冊）」の改定時に、RUDCT活用に関する説明を追加する 
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(10) プロジェクトを通じて能力強化された人材の活用 

以上の取り組みを円滑に実施するため、プロジェクト活動を通して知見を蓄積した

PRODECAREスタッフ等の人材の活用を提案する。具体的にはSNPIP適用の中心的役割を

担うVIPLANにPRODECAREスタッフを配置することで、上記取り組みの円滑な実施に貢

献できると考える。 
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6. その他の重要な提言 

 

(1) RUDCT情報の国際協力プロジェクト検討への活用（RUDCT活用のインパクト増大） 

全国を網羅するRUDCTの地域ニーズ情報の活用範囲は広く、SNPIP適用の範囲内にとど

まらない。CDMメンバーや関係者が、PMD策定の過程で地域診断に基づいて議論を重ねて

作成・合意し、さらに市議会の承認を得た市の総意である点から、ドナーによる国際協力プ

ロジェクトの形成と実施にも有効に活用できると考える。 

 

国際協力プロジェクトは、国際協力次省の調整の下、ドナーと省庁やNGOなど実施担当

機関が協議してデザインされることが多い。しかしプロジェクトが実施される地域の住民

にとって、プロジェクトはすでにデザインされたものが「上から降ってくる」もの、つまり

外部から与えられるプロジェクトが多い。もちろんプロジェクトの設計にあたって、ドナー

機関は住民のニーズを含む妥当性の検討は行うだろうが、それでもプロジェクトが外部か

らの働きかけによって成立していることには変わりはない。 

 

他方、RUDCTに格納されている地域ニーズは、先に述べたとおり地域の総意なので、こ

れを踏まえて国際協力プロジェクトが形成されれば、それは外部からの働きかけではなく、

地域住民が解決したいと願う思いに応えるプロジェクトとなる。つまり地域住民の主体性

に基づいたプロジェクトが形成される。さらにRUDCTは全国を網羅しているので、どこに

どのような、そしてどれだけのニーズがあるかもおおよそ把握できるので、プロジェクト実

施におけるより大きな有効性とインパクトが期待できる。また住民の主体性に基づくプロ

ジェクトは、効率性（オーナーシップが高い＝外的支援コストが減る）・有効性（対象地域

の助けとなる）・公平性（地域の正式なニーズに基づく）・インパクト（対象地域周辺への

影響）のみならず、プロジェクト実施後の持続性（住民自ら自立発展していく）にもポジテ

ィブに貢献する。 

 

以上の点から、RUDCTの国際協力プロジェクトへの積極的な活用を強く勧めたい。 

 

(2) 国家計画・公共投資システム促進の意義 ～地域の民主主義の促進寄与の可能性～ 

 

以下に述べる提言は、民主主義をベースにしたSNPIP適用促進という本プロジェクト実

施の成果を踏まえ、今般の特に中米地域諸国の国際情勢を踏まえた、本プロジェクトの貢

献の在り方に関する提言である。 
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これはSNPIPの原則である。総括すると、国家の発展に向かって、政府、公共機関、市

民が一体となり、目標とプロセスを共有して、その実現に取り組む在り方（システム）を

示しているのがSNPIPである。その根幹は調整・連携・責任、そして市民参加で、民主主

義国家にふさわしい素晴らしいシステムである。本報告書の提言を締めくくるにあたっ

て、SNPIPの運営管理を担うMEPyDに、中南米・カリブ地域という広い視点から、SNPIP

を適用しているドミニカ共和国の存在意義と、今後のさらなる発展のための提案をした

い。 

 

世界の民主主義は、近年容易ではない状況にあると評価される場合が少なくない。その

一例として、図33に示されているのはV-Dem研究所（V-Dem Institute）の研究結果

（Democracy Report 2022）に基づく民主主義国家の数の変遷を示したグラフである。これ

によると、民主主義国家の数は2011年をピークに減少傾向にある一方、専制国家はここ数

年増加に転じているとのことである。この傾向は中南米諸国でも例外ではなく、同研究所

のデータセットからは、例えばニカラグア、エルサルバドル、グアテマラでは民主主義指

数の低下が読み取れる（図34）。  

  政策立案と戦略目標 

 政策と行動の一貫性・整合性 

 設定した目標に対する効果 

 フィージビリティ 

 公的資源の配分と活用の効率化 

 行政手続きの客観性・透明性 

 公共マネージメントによる責任 

 継続性 

 計画のプロセス（形成－実施－モニタリング－評価） 

 市民参加 

 政府の様々な部門、政府機関、行政レベルとの協力・調整 

（SNPIP 法、第 3章から抜粋） 
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https://ourworldindata.org/explorers/democracy?tab=chart&time=1931..2021&region=NorthAmerica&country=DOM~NIC~HND~
SLV~GTM~CRI&Dataset=Varieties+of+Democracy&Metric=Liberal+democracy&Sub-metric=Main+index 
 

 

図 33：世界の民主主義国家と専制国家の数の推移（Democracy Report 2022, 14 ページより作成） 

図 34：ドミニカ共和国と中米諸国の自由民主主義指数の変化（V-Dem 研究所のデータセットより） 

出所: Democracy Report 2022, V-Dem Institute, Mar. 2022, p.14 
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https://ourworldindata.org/explorers/democracy?time=1931..2021&region=NorthAmerica&country=~DOM&Dataset=Varieties+of+
Democracy&Metric=Varieties+of+democracy&Sub-metric=Main+indices 

 

 

V-Dem研究所のデータセットからドミニカ共和国の民主主義指数を詳しく見たのが図35

である。同データセットで民主主義指数は、自由・選挙・参加・討議・平等の5つの種類

に分けられているが、いずれの指数も2020年以降、つまり現政権になってから大きな伸び

を見せている。また民主主義・選挙支援国際研究所からも参考になる報告が出されている

27。以上の成果に加え、堅調な経済成長（2022年は5.0％の成長28）を達成している現状を

踏まえ、中南米・カリブ地域における民主主義促進の旗手として、以下の2点を提言した

い。 

 

 

① CDMやCDPを中心とした地域の「中間集団」の更なる育成と強化 

民主主義とは、簡単に言うと、社会の成員（メンバー）すべてがそれぞれ主権を持ち、

自分たちで社会の在り方（法律や政策）を決定していく仕組みを意味する。その決定の仕

                                                  
27 スウェーデンの民主主義・選挙支援国際研究所（International Institute for Democracy and Electoral Assistance）
の研究報告書『The Global State of Democracy 2022』においても、中南米諸国のなかで民主主義が最も進展

した国の一つとして挙げられている。https://www.idea.int/publications/catalogue/global-state-of-democracy-
2022?lang=en 
28 ドミニカ中央銀行の発表によると、「2022 年 1 月〜11 月の累積成長率が 5.0%」と示されている。
https://www.bancentral.gov.do/a/d/5550-economia-dominicana-registra-un-crecimiento-acumulado-de-50--en-
eneronoviembre-de-
2022#:~:text=El%20indicador%20mensual%20de%20actividad,noviembre%20del%20a%C3%B1o%20en%20curso. 

図 35：ドミニカ共和国の各種の民主主義指数の変化（V-Dem 研究所のデータセットより） 
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組みとして重視されているのが「多数決の原理」である。しかし単に多数決の原理を適用

すると、当然ながら少数意見は切り捨てられてしまう。 

 

一つの市を例に考えてみよう。市には中心部があり、住民の多くは中心部に住んでいる

が、市には多くの村落もあり住民がいる。住民総会を開いて市の政策を議論する場合、中

心部の多数派住民は中心部がより便利で安全になるよう求め、そのための政策を提案す

る。村落部の住民も提案するが、いかんせん少数派なので多数決で中心部の住民に負けて

しまう。つまり単純な多数決では村落の住民は切り捨てられてしまう。同じようなことが

県や地域でも起こる。多数派が勝ち、少数派は切り捨てられる。これを「多数者の専制」

と呼ぶが、これは望ましい民主主義の形ではない。ではどうすればいいのか？それは議論

を通して検討を重ね、皆の意思を反映した妥協点を見出すことである。つまり「多数決の

原理」と「少数意見の尊重」の妥協点を熟議によって見出すことこそが、民主主義にはよ

りふさわしい。 

 

地域でのSNPIPの適用では、CDMメンバーを中心とする地域の関係者が、PMD策定を通

して市の将来あるべき姿やそこに至るための方法（政策や施策）を議論し、また県レベル

でも、県の地域ニーズの集約と優先付けにはCDPメンバーとCTが議論を重ねた。議論の中

でメンバーたちは、異質な背景を持つほかのメンバーの意見を聞いて学びあい、市や県の

現状をより深く理解するというプロセスを何度も繰り返し、これがメンバーの団結をより

強めることにつながった（Cohesion Comunal-Municipal）。その結果、多数決の原理と少数

意見の尊重の妥協点を探る議論が行われ、「多数者の専制」に陥らない結論を導き出して

いる（特筆すべきは、ドミニカ共和国の地域の人々には「熟議」を行う力が自然に備わっ

ていることである。少なくとも弱者・少数者の批判や排除をしない）。その議論の場が、

SNPIP適用の取り組みではCDMやCDPなどの「中間集団（国家や社会と個人の間にあるグ

ループ）」で、この中間集団とそこで行われる「熟議」が民主主義の機能と発展の重要な

カギなのである。図33に示した各種民主主義指数のうち、特に2020年以降の「熟議民主主

義（Democracia deliberativa）の指数の伸びが大きいが、これは現政権の取り組みが民主主

義的であることを如実に示している（また地域でのプロジェクト活動の実施時期とも偶然

ながら一致している）。 

 

中間集団による「熟議」の重要性を認識した上で、以下の項目に重点を置いて引き続き

地域での活動や支援を継続することを提言する。 

 開発評議会における異なる背景を持つメンバー間での「熟議」の重要性の再認識（特

に支援にあたる地域事務所） 

 民主主義の基礎である開発評議会による「熟議」の促進（地域事務所－VIOTDR） 

 開発評議会が「熟議」の末に形成した地域ニーズの最大限の尊重と政策への反映
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（VIPLAN－省庁） 

 反映させた政策・公共投資事業の実施と地域への説明（VIPLAN－省庁） 

 

② 中南米・カリブ諸国等にドミニカ共和国の取り組みと成果を普及 

既に見たように、V-Dem研究所が公開している情報によると、現在、コスタリカを除く中

米諸国の民主主義体制が不安定な状況にある可能性が推測される。ドミニカ共和国の2020

年以降のSNPIP適用推進に関する政府の取り組みは、これらの国々が今後進むべき方向性と

そのための施策の検討に寄与できるポテンシャルがある。 

 

具体的には国連ラテンアメリカ・カリブ経済委員会（CEPAL）のラテンアメリカ経済社会

計画研究所（ILPES）や中米統合機構（SICA）などの国際機関と連携して、成果の共有を目

的としたセミナーやワークショップをドミニカ共和国が第三国を対象に実施することや、

ILPESを通した研究書籍の出版・普及の取り組み、「南南協力」の一環としてJICAを含むド

ナー協調を通した第三国での技術プロジェクトの実施などが考えられる。 

 

南南協力スキームで技術協力プロジェクトを実施する際には、これまでドミニカ共和国

が努力を重ねて作り上げてきた法的枠組みに関する成果（SNPIP法と適用細則を中心に、

PEI/PES策定のためのガイドライン集、SNIPガイドラインなど）、実施のための各種ツール

（CDM形成・PMD策定ツールキット、PMD策定マニュアル、CDP形成ツールキット、RUDCT

など）を活用すればよい。適用国の法律や制度、状況に合わせて、適用に必要な調整を行う

必要はあるが、ドミニカ共和国には第三国に支援を行う力が十分蓄えられている。厳しい状

況にある中米諸国は、今、上述の支援を必要としている。MEPyDの国際協力次省の積極的

な働きかけを期待したい。 
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7. その他必要事項 

 

特筆すべき事項はない。 
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添付資料1：Monitoring Sheet 

添付資料2：業務フローチャート 

添付資料3：詳細活動計画（WBS等を活用） 

添付資料4：専門家派遣実績（要員計画） 

添付資料5：供与機材・携行機材実績 

添付資料6：合同調整委員会議事録等 

添付資料7：その他活動実績 
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添付資料1：Monitoring Sheet 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プロジェクト名：北シバオ地域　地方自治体計画能力策定強化プロジェクト (PRODECARE)
カウンターパート：経済企画開発省
対象者:北西地域の4県17自治体とその開発評議会
実施期間：2017年4月～2023年3月（6年間） 対象地域:北西地域4県

プロジェクトの要約 客観的な評価指標 情報入手手段 達成の前提 達成状況 考察

1． 全国でMEPyDの地域事務所が各県のCDP、各市の

CDMへのSNPIP適用の支援を実施している。

・ MEPyD、地域事務所

へのインタビュー

2021年10月、CDM形成・PMD策定ツールキットをMEPyDの公式支援

ツールとすることが合意され、同年11月にはプロジェクト成果普及セミ

ナーで、地域事務所がCDMやCDPの支援を行うことが公にされた。2022

年2月には地域事務所に対するCDM・PMD支援研修を実施し、同年7月

からは地域事務所が全国の市に対するCDM/PMD支援を実施してい

る。

2． 国内の70％の自治体でCDM形成とPMD策定が行われ

ている。

・SISMAP Municipalの

データ

2. 2022年7月末時点での全国のCDM形成、PMD策定、CDP形成状況

は、CDM: 100/158 (63%)、PMD: 95/158 (60%)*, CDP: 31/31 (100%) となって

いる。
*ただし更新済みのものは51（32％）にとどまる。

3． 地域ニーズデータベースシステムに登録された地域

ニーズが中央省庁の政策に反映されている。

・RUDTデータ、中央

省庁のPOA

3. 地域ニーズデータベースシステム（RUDT)には、90市のPMD、30県の

PDELと、プロジェクト対象4県を含む29県で集約された地域ニーズが計

3,289件登録済である。収集された地域ニーズを中央省庁の政策に反

映させる試みは、2023年の中央省庁の事業予算に反映させることを目

的に、2022年6月に主要中央省庁21組織をDGDESが招いてワーク

ショップを実施し、来年度予算での地域ニーズの反映を働きかけ、151
公共投資事業と16省庁のPOAに反映された。

1． CDM形成・PMD策定ツールキットが正式な手法として

MEPyDにより承認されている。

・プロジェクトモニタリン
グ報告書、MEPyDへの

インタビュー

1. プロジェクトが提案した「CDM形成・PMD策定ツールキット」はMEPyD

の正式な手法として承認された。（達成済）

2． CDP形成・地域ニーズ集約キットがMEPyDにより承認さ

れている。

・プロジェクトモニタリン
グ報告書、MEPyDへの

インタビュー

2. 「CDP形成・県ニーズ集約キット」はMEPyDによって承認された。（達

成済）

3． 対象地域のPMDに含まれているプロジェクトを独自に

実施している自治体数：80％

・プロジェクトモニタリン
グ報告書

3. 支援対象17市のすべて（100％）でPMDに含まれる事業の実施が確

認されている。（達成済）

4． 対象地域の 94％（16/17）で CDM が形成されPMDが策

定されている。

 プロジェクトモニタリン

グ報告書、策定された
PMD

4. 対象地域の17市におけるCDMの形成は、2020年9月までにすべての

市（100％）で形成が終了し、2021年2月にすべての市（100％）でPMD策

定が完了し、市議会による承認も終了している。（達成済）

5． 地域ニーズを中央省庁に連携させるための地域ニー

ズ登録システムが、MEPyDにより承認・構築される。

・プロジェクトモニタリン
グ報告書、MEPyDへの

インタビュー

5. 地域ニーズデータベースはMEPyDにより承認され、DTICによって省

内に構築、内包化されている。（達成済）

6． データベースに含まれた対象地域のニーズが、少なく

とも5つ以上の中央省庁の政策に反映されている。

・中央省庁のPEI、POA 6. ワークショップで主要21省庁に引き渡された地域ニーズの政策への

反映は、主要16省庁のPOAに反映されたことが確認された。また

MEPyDの優先付け委員会を通して、地域ニーズを反映させた151公共
投資事業が確認された。（達成済）成果

1-1. 「CDM形成とPMD策定のためのツールキット」が開発さ

れる。

・CDM/PMDツールキット 1-1. 「CDM形成・PMD策定ツールキット」はVIOTDRを中心とするMEPyD

の関係者の合意を得て最終化され、開発のすべてのプロセスが終了し
た。

1-2. 対象地域の90％の市でCDM/PMDツールキットを用い

てCDM形成・PMD策定が行われ、市議会により承認され

る。

・プロジェクトモニタリン
グ報告書、MEPyDへの
インタビュー

1-2. 対象地域の17市のPMD策定は、2020年10月にPMD策定が開始さ

れ、2021年2月頃にすべての市で策定を終了し、同年3月末までに各市

議会で承認され、すべてのPMD策定が終了した。

1-3. CDP形成キットが開発され、対象地域のすべての県で

CDPが形成される。

・CDP形成キット、
MEPyDへのインタビュー

1-3. 「CDP形成ツールキット」を適用して、対象地域4県すべてでCDPが

形成された。またその成果を用いて改善されたツールキットはVIOTDR

と協議の結果、MEPyDが承認する正式なツールキットになった。

1-4. 県レベル地域ニーズの集約プロセスが作成され、対

象地域のすべての県で地域ニーズがCDPにより集約され

る。

・県レベルニーズ集約プ
ロセス、RUDTデータ

1-4. 対象地域の4県で形成されたCDPと技術委員会（CT）により、各市

のPMDから抽出された地域ニーズが集約・優先付けされて地域ニーズ

リストが作成された。これらの活動と成果は地域ニーズ集約プロセスと
して取りまとめられた。

1-5. PMDから抽出された地域ニーズ、CDPにより集約・優

先付けされた地域ニーズがデータベースに登録される。

・RUDTデータ 1-5. 対象地域で集約され優先化された地域ニーズはRUDCTに登録さ

れ、対象地域以外の市の既存のPMDから抽出された地域ニーズも、各

県で形成されたCDPにより集約・優先付けされ、RUDCTに登録されてい

る。

1-6. 対象地域各県でローカルニーズが集約され

MEPyD・パイロット中央省庁に引き渡される。

・RUDTデータ、主要中
央省庁へのインタビュー

1-6. 対象地域の4県にその他の県の地域ニーズを加えた3289の地域

ニーズリストは、MEPyDに内包化されたRUDCTに登録され、2022年6月

に実施されたワークショップを通して主要省庁に引き渡された。

1-7. MEPyD（地域事務所を含む）が各市・県を支援できる

体制および能力を有している。

・プロジェクトモニタリン
グ報告書、MEPyDへの
インタビュー

1-7. VIOTDR職員10人に研修を実施済み、また全国5か所に設置された

MEPyDの地域事務所の全職員（20人）に対する研修を2022年2月に実
施した。また同年7月からは地域事務所職員が実施する全国の市への
支援をサポートすることで、職員の能力強化を実施している。

1-8. SNPIPの全国展開を想定した「CDM形成・PMD策定

ツールキット利用ガイド」が作成される。

・CDM形成・PMD策定
ツールキット利用ガイド

1-8. 開発された「CDM形成・PMD策定ツールキット」の利用を促進する

ためのガイドは2021年末の実施したプロジェクト成果の普及セミナーに

合わせて開発され、その後VIOTDRと検討を重ねて最終化された。

2-1. 中央省庁と地域ニーズを連携させる地域ニーズ

データベースシステムが開発される。

・RUDT、MEPyDへのイ
ンタビュー

2-1. 地域ニーズを中央省庁の政策に結び付けるツールとして、地域

ニーズデータベースの構築を2021年5月にMEPyDに対して提案した。そ

の後、対象地域で得られた地域ニーズ情報を用いて検証し、地域ニー
ズデータベースの開発を終了させた。

2-2. 地域ニーズデータベースシステムがMEPyDにより承認

され内包化される。

・プロジェクトモニタリン
グ報告書、MEPyDへの
インタビュー

2-2. 開発された地域ニーズデータベースのMEPyD首脳陣へのプレゼン

テーションを2021年7月末に実施した。MEPyD大臣は同データベースシ

ステムの重要性を認識し、MEPyD内に地域ニーズデータベースシステ

ムを構築するようDTICに指示を出した。DTICによりMEPyD内のサー

バーにシステムが構築され、すべての地域ニーズ情報が登録されてい
る。

2-3. 地域ニーズデータベースシステム使用・活用法が、省

内および中央省庁に認知・理解される。 庁へのインタビュー
2-3. 2022年6月に実施された地域ニーズの政策への反映のためのワー

クショップで地域ニーズデータベースが用いられた。ワークショップに参
加した主要21省庁職員は、地域ニーズデータベースを用いて、それぞ

れの省庁の政策に具体的に反映させる取り組みを行った。これはOJT

によるデータベースの使用法や活用法の習得でもあり、同時に地域
ニーズデータベースの認知や理解にもつながった。

2-4. いくつかの中央省庁の計画策定（PEI、POA）に、地域

ニーズデータベースシステムの活用が開始されている。 もしくはRUDTデータ
2-4. 上述のワークショップの結果、21省庁中16省庁で地域ニーズに対

する具体的な対応が検討され、来年度の予算（＝POA）に反映された。
また2023年度実施の公共投資事業計画（PNPIP）に、地域ニーズが反
映された151公共投資事業が登録された。これらを含む2023年度国家
予算は、2022年12月に国会承認された。

活動 前提条件

1-1.対象地域の各市のSNPIP適用状況を分析する。

1-2. 既存のCDM形成・PDM策定ガイド・ツールを確

認する。

1-3. 適用可能なCDM形成・PDM策定方法を提案し

承認を得る。

1-4. 対象各市で提案したCDM形成・PMD策定方法

を適用し対象各市のPMDの策定を支援する。

1-5. CDM形成・PMD策定方法の適用結果をレ

ビューし、方法論を最終化する。

1-6. 最終化された方法論を用いてCDM形成・PMD

策定ツールキットを作成する。

1-7. CDM/PMDツールキットを対象地域で適用し、必

要なフィードバックを行って最終化する。

1-8. 対象各市で策定されたPMDの年ごとの更新を

支援する。

1-9. 県開発評議会（CDP）の形成プロセスを作成し、

対象地域の4県でのCDPの形成を支援する。

1-10. CDPの取り組むPMDに基づくローカルニーズ

の県レベルでの集約を支援する。

1-11. 実施された成果1の活動結果に基づいて、

SNPIPの全国展開を想定した「CDM形成・PMD策定

ツールキット利用ガイド」を作成する。

2-1. 先行プロジェクトの中央省庁と、実施した

活動の成果を分析・理解する。

2-2. 県レベルで集約された地域ニーズを中央省

庁につなげるツールとしての地域ニーズデータ

ベースシステムをデザインして試行する。

2-3. 地域ニーズデータベースシステムの試行結果

を取りまとめシステム（案）を最終化のうえ、MEPyD

に提案する。

<課題と対策>

2-4. 提案したデータベースシステム案の承認と

MEPyD組織内包化を支援する。

2-5. MEPyDで内包化されたデータベースシステム

への地域ニーズの登録を支援する。

2-6. MEPyDが行う地域ニーズデータベースシス

テムの中央省庁への周知・活用促進を支援す

る。
2-7. 対象4県のローカルニーズの省戦略計画（PEIま

たはPES）および年間実施計画（POA）への反映を

支援する。

投入

・FEDOMUとLMと
MEPyDの協力合意

プロジェクト目標
プロジェクト対象地域において、経済企画開発省
（MEPyD）、中央省庁およびCDMを含む自治体（に

よって、ローカルニーズに基づいた国家計画・公共
投資システム（SNPIP）の適用が促進される。

- MEPyDがプロジェクト

を通して構築するSNPIP

適用モデルの全国レベ
ル展開のための予算を
継続して 確保する。

1． PMDに反映されたニーズに基づいて、県・市レ

ベルのローカルニーズが集約される仕組みが確立
される。

・地方交付金が現状レ
ベルから変わらない。

2． 中央省庁の計画（PEIまたはPES、POA）に県レ

ベルで集約されたニーズを反映させるための仕組
みが構築される。

・中央省庁の公共投資
予算が確保される。

プロジェクト・デザイン・マトリクス (PDM)

バージョン 4
2023年2月23日改訂

(2022年7月1年間延長に伴い更新)

上位目標
全国レベルで地域ニーズが反映された主要計画
ツール（PNPSP、PEI/PES、地域計画）の形成を支援

する仕組みが構築される。

・MEPyDがプロジェクト
を通して構築する
SNPIP適用モデルの全
国レベル展開のための
予算を継続して 確保す
る。

ドミニカ共和国側

＜経済計画開発省 (MEPyD)＞

 カウンターパートの配置

 対象地域での活動に必要な

予算

 必要な事務所資機材の供給

 プロジェクト事務所

 プロジェクト実施に必要とさ

れる公的許可等の提供

ドミニカ共和国側

＜経済計画開発省 (MEPyD)＞

 カウンターパートの配置

 対象地域での活動に必要な予算

 必要な事務所資機材の供給

 プロジェクト事務所

 プロジェクト実施に必要とされる

公的許可等の提供



添付資料2：業務フローチャート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



添付資料3：詳細活動計画（WBS等を活用） 
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用
促

進

を
支

援
す

る
。

計
画

 
2
0
2
1
年

7
月

に
主

要
1
6
省

庁
に

地
域

ニ
ー

ズ
を

送
り

、
政

策
へ

の
反

映
を

依
頼

し
た

が
、

政
策

へ
の

反
映

は
確

認
で

き
な

か
っ

た
。

こ
の

結
果

を
受

け
、

翌
年

6
月

に
R

U
D

C
T
デ

ー
タ

を
用

い
た

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
を

実
施

し
、

地
域

ニ
ー

ズ
の

政
策

へ
の

反
映

を
実

地
演

習
し

た
。

こ
の

取
り

組
み

に
よ

り
R

U
D

C
T
の

周
知

・
活

用
は

、
対

象
省

庁
で

促
進

さ
れ

た
。

実
績

2
-4

. 
提

案
し

た
地

域
ニ

ー
ズ

登
録

シ
ス

テ
ム

案
の

承
認

と
M

E
P

y
D

組
織

内
包

化
を

支
援

す
る

。

計
画

 
地

域
ニ

ー
ズ

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

シ
ス

テ
ム

は
、

2
0
2
1
年

7
月

に
承

認
さ

れ
、

D
IT

C
に

よ
っ

て
M

E
P
yD

の
内

部
シ

ス
テ

ム
と

し
て

内
部

化
さ

れ
、

R
U

D
C

T
と

命
名

さ
れ

た
。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

は
D

T
IC

に
対

し
て

イ
ン

タ
ー

フ
ェ

イ
ス

改
善

と
視

覚
的

な
分

析
ツ

ー
ル

の
提

案
を

行
い

、
D

T
IC

は
そ

の
提

案
を

R
U

D
C

T
に

反
映

さ
せ

た
。

実
績

2
-3

. 
地

域
ニ

ー
ズ

登
録

シ
ス

テ
ム

の
試

行
結

果
を

取
り

ま
と

め
シ

ス
テ

ム
（
案

）
を

最

終
化

の
う

え
、

M
E

P
y
D

に
提

案
す

る
。

計
画

 
地

域
ニ

ー
ズ

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

は
対

象
地

域
4
県

1
7
市

の
地

域
ニ

ー
ズ

を
用

い
て

シ
ス

テ
ム

の
素

案
を

検
討

し
、

そ
の

結
果

を
踏

ま
え

2
0
2
1
年

5
月

に
M

E
P

y
D

の
ボ

ー
ド

会
議

に
提

案
し

た
。

実
績

実
績

2
-2

. 
県

レ
ベ

ル
で

集
約

さ
れ

た
地

域
ニ

ー
ズ

を
中

央
省

庁
に

つ
な

げ
る

ツ
ー

ル
と

し

て
の

地
域

ニ
ー

ズ
登

録
シ

ス
テ

ム
を

デ
ザ

イ
ン

し
て

試
行

す
る

。

計
画

 
第

1
期

に
実

施
済

み

実
績

成
果

2
．

 パ
イ

ロ
ッ

ト
省

庁
の

計
画

（
P

E
Iま

た
は

P
E

S
、

P
O

A
）
に

県
・
地

域
レ

ベ
ル

で
集

約
さ

れ
た

ニ
ー

ズ
を

反
映

さ
せ

る
た

め
の

仕
組

み
が

構
築

さ
れ

る
。

2
-1

. 
先

行
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

中
央

省
庁

と
、

実
施

し
た

活
動

の
成

果
を

分
析

・
理

解
す

る
。

計
画

 
第

1
期

に
実

施
済

み

1
-1

1
. 
実

施
さ

れ
た

成
果

1
の

活
動

結
果

に
基

づ
い

て
、

S
N

P
IP

の
全

国
展

開
を

想

定
し

た
「
C

D
M

形
成

・
P
M

D
策

定
ツ

ー
ル

キ
ッ

ト
利

用
ガ

イ
ド

」
を

作
成

す
る

。

計
画

 
「
地

域
レ

ベ
ル

S
N

P
IP

適
用

促
進

ガ
イ

ド
」
は

C
D

M
/
P
M

D
ツ

ー
ル

キ
ッ

ト
の

最
終

化
と

そ
の

活
用

ガ
イ

ド
の

作
成

に
よ

り
、

2
0
2
1
年

1
1
月

に
終

了
し

た
。

そ
の

後
、

V
IO

T
D

R
に

よ
る

P
M

D
策

定
マ

ニ
ュ

ア
ル

の
作

成
に

合
わ

せ
、

必
要

な
調

整
・
微

調
整

を
行

っ
て

、
ガ

イ
ド

の
作

成
を

終
了

さ
せ

た
。

実
績

1
-1

0
. 

C
D

P
の

取
り

組
む

P
M

D
に

基
づ

く
ロ

ー
カ

ル
ニ

ー
ズ

の
県

レ
ベ

ル
で

の
集

約

を
支

援
す

る
。

計
画

 
2
0
2
1
年

3
月

に
対

象
地

域
1
7
市

で
の

P
M

D
策

定
支

援
が

終
了

、
同

年
6
月

の
C

D
P
形

成
終

了
を

受
け

、
P
M

D
か

ら
抽

出
し

た
地

域
ニ

ー
ズ

の
県

レ
ベ

ル
で

の
集

約
に

着
手

、
終

了
し

た
。

2
0
2
2
年

2
月

に
は

P
M

D
の

更
新

を
受

け
、

地
域

ニ
ー

ズ
の

集
約

の
更

新
を

行
っ

た
。

実
績

1
-9

. 
県

開
発

評
議

会
（
C

D
P

）
の

形
成

プ
ロ

セ
ス

を
作

成
し

、
対

象
地

域
の

4
県

に
お

け
る

C
D

P
の

形
成

を
支

援
す

る
。

計
画

 
2
0
2
1
年

6
月

に
、

対
象

地
域

4
県

に
お

け
る

C
D

P
形

成
は

終
了

し
た

。

実
績

1
-8

. 
対

象
各

市
で

策
定

さ
れ

た
P
M

D
の

年
ご

と
の

更
新

を
支

援
す

る
。

計
画

 
C

O
V

ID
-
1
9
へ

の
対

策
に

よ
り

、
対

象
地

域
で

の
活

動
実

施
が

制
限

さ
れ

た
が

、
バ

ー
チ

ャ
ル

で
の

取
り

組
み

も
活

用
し

て
P
M

D
更

新
支

援
を

2
0
2
1
年

1
2
月

か
ら

2
0
2
2
年

1
月

に
実

施
し

、
更

新
を

終
了

さ
せ

た
。

2
0
2
2
年

7
月

か
ら

は
地

域
事

務
所

を
通

し
て

全
国

の
市

の
P
M

D
策

定
・
更

新
支

援
を

実
施

し
た

。
実

績

1
-7

. 
C

D
M

/P
M

D
ツ

ー
ル

キ
ッ

ト
を

対
象

地
域

で
適

用
し

、
必

要
な

フ
ィ

ー
ド

バ
ッ

ク
を

行
っ

て
最

終
化

す
る

。

計
画

 
第

3
期

の
支

援
対

象
1
7
市

に
対

し
て

C
D

M
/
P
M

D
ツ

ー
ル

キ
ッ

ト
を

適
用

し
て

、
C

D
M

形
成

と
P
M

D
策

定
を

行
い

、
そ

の
結

果
を

フ
ィ

ー
ド

バ
ッ

ク
し

て
ツ

ー
ル

キ
ッ

ト
を

改
善

し
て

最
終

化
し

た
。

実
績

1
-6

. 
最

終
化

さ
れ

た
方

法
論

を
用

い
て

C
D

M
形

成
・
P

M
D

策
定

ツ
ー

ル
キ

ッ
ト

を
作

成
す

る
。

計
画

 
C

D
M

形
成

・
P
M

D
策

定
の

方
法

論
の

合
意

と
並

行
し

て
、

ツ
ー

ル
キ

ッ
ト

の
策

定
を

行
い

、
2
0
2
1
年

8
月

初
め

に
V

IO
T
D

R
と

協
議

・
合

意
し

た
。

実
績

1
-5

. 
C

D
M

形
成

・
P

M
D

策
定

方
法

の
適

用
結

果
を

レ
ビ

ュ
ー

し
、

方
法

論
を

最
終

化

す
る

。

計
画

 
検

証
結

果
を

踏
ま

え
手

一
部

修
正

を
行

い
、

2
0
2
1
年

７
月

に
承

認
。

V
IO

T
D

R
と

の
協

議
の

後
に

修
正

を
加

え
て

同
年

1
0
月

に
正

式
化

さ
れ

、
C

D
M

形
成

・
P
M

D
策

定
の

方
法

論
の

最
終

化
は

終
了

し
た

。
実

績

1
-4

. 
対

象
各

市
で

提
案

し
た

C
D

M
形

成
・
P

M
D

策
定

方
法

を
適

用
し

対
象

各
市

の

P
M

D
の

策
定

を
支

援
す

る
。

計
画

 
新

型
コ

ロ
ナ

感
染

対
策

に
よ

り
、

市
長

へ
の

説
明

、
C

D
M

形
成

、
P
M

D
策

定
が

6
か

月
か

ら
8
か

月
遅

れ
た

が
、

2
0
2
1
年

2
月

に
対

象
市

す
べ

て
で

P
M

D
の

策
定

を
終

了
し

た
。

2
0
2
2
年

7
月

か
ら

は
全

国
の

市
に

対
す

る
P
M

D
策

定
・
更

新
を

地
域

事
務

所
を

通
し

て
実

施
し

た
。

実
績

1
-3

. 
適

用
可

能
な

C
D

M
形

成
・
P

D
M

策
定

方
法

を
提

案
し

承
認

を
得

る
。

計
画

 
C

D
M

/P
M

D
手

法
は

、
2
0
1
8
年

か
ら

2
0
1
9
年

に
パ

イ
ロ

ッ
ト

市
で

適
用

を
通

し
て

形
成

し
、

そ
の

後
2
0
2
0
年

3
月

に
実

施
し

た

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
で

M
E
P
yD

の
3
局

に
対

し
て

方
法

論
の

提
案

を
行

い
、

合
意

を
得

た
。

実
績

1
-2

. 
既

存
の

C
D

M
形

成
・P

D
M

策
定

ガ
イ

ド
・
ツ

ー
ル

を
確

認
す

る
。

計
画

 
第

1
期

に
実

施
済

み

実
績

1
-1

.対
象

地
域

の
各

市
の

S
N

P
IP

適
用

状
況

を
分

析
す

る
。

計
画

 
第

1
期

に
実

施
済

み

実
績

1
2

1
2

3
4

成
果

1
：
P

M
D

に
反

映
さ

れ
た

ニ
ー

ズ
に

基
づ

い
て

、
地

域
・
県

・
市

レ
ベ

ル
の

ロ
ー

カ
ル

ニ
ー

ズ
が

集
約

さ
れ

る
仕

組
み

が
確

立
さ

れ
る

。

6
7

8
9

1
0

1
1

1
2

1
2

3
4

計
画

 
2
0
2
0

2
0
2
1

R
e

s
p

o
n

s
ib

le
 O

rg
a

n
iz

a
ti

o
n

A
c
h

ie
ve

m
e
n

ts
Is

s
u

e
 &

 C
o
u

n
te

rm
e
a
s
u

re
s

5
6

7
8

9
1

0
1

1
実

績
1

2
3

4
5

1
1

1
2

5
6

計
画

 

実
績

計
画

 

実
績

実
績

計
画

 

参
加

型
地

域
開

発
支

援
／

業
務

調
整

計
画

 

実
績

参
加

型
地

域
開

発
計

画
 

実
績

総
括

／
地

域
開

発
計

画
制

度
構

築
計

画
 

実
績

専
門

家

3
4

5
6

7
8

9
1

0
1

1
1

2
1

2
3

4
5

2
0
2
3

2
0
2
3

P
ro

je
c

t 
M

o
n

it
o

ri
n

g
 S

h
e

e
t 

II
 (

R
e

v
is

io
n

 o
f 

P
la

n
 o

f 
O

p
e

ra
ti

o
n

)

M
o

n
it

o
ri

n
g

R
e
m

a
rk

s
Is

s
u

e
 S

o
lu

ti
o
n

投
入

計
画

 
2
0
2
1

1
2

1
2

3
4

6
7

8
9

1
0

1
1

実
績

1
2

対
象

市
の
P
M
D

更
新

＋
全

国
の

市
の
P
M
D

策
定

・
更

新
の

地
域

事
務

所
を

通
し

た
支

援
を

実
施

イ
ン

タ
ー

フ
ェ

イ
ス

改
善

提
案

視
覚

化
分

析
ツ

ー
ル

果
然

提
案



添付資料4：専門家派遣実績（要員計画） 
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計
画

現
実

績

計
画

地
実

績

計
画

業
実

績

計
画

務
実

績

実
績

合
計

0
8

1
2

2
0

計
画

国
実

績

計
画

内
実

績

計
画

作
実

績

計
画

業
実

績

4
6

7
0

6
0

1
/
1
0

1
/
1
3

3
/
1
0

1
0

3
/
1

2
0
2
3
年

  
/
 A

ñ
o
 2

0
2
3

4
5

6
0

1
/
1
3

3
/
1
0

3
/
1
0

2

1
/
3
1

3

3
0

1
1
/
4

1

3
0

8
/
3

2
5

4
5

1
2
/
2
0

8
/
1
6

9
/
9

9
/
2
7

6
0

6
0

1
2
/
2
1

1
0
/
2
4
1
1
/
1
1

3
0

9
/
6

1
0

1
1

1
2

4
0

4
5

6
7

8
9

4
/
2
5

7
/
8

4
/
1
4

6
/
1
2

8
0

4
/
2
0

7
/
8

5
/
8

1
0

3
/
1
8

6
0 6

08
0

3
/
2
8

7
5

1
2

3

2
0
2
2
年

  
/
 A

ñ
o
 2

0
2
2

5
0

4
0

2
0

1
1
/
2
9

1
2
/
1
8

地
域

開
発

計
画

制
度

構
築

②
／

セ
ク

タ
ー

調
整

和
田

泰
志

IC
 N

e
t

3

2
0
2
1
年

  
/
 A

ñ
o
 2

0
2
1

2
0

5
0

4
0

1
/
1
0

3
/
5

1
/
1
9

9
/
1
1

9
/
3
0

2
/
2
0

1
0
/
1
8

1
/
1
2

8
/
2
0

参
加

型
地

域
開

発
支

援
／

業
務

調
整

白
神

博
昭

IC
 N

e
t

5

9
2

5
1
.3

3

1
/
2
0

3
/
2
0

1
2
/
2
0

参
加

型
地

域
開

発
中

川
　

圓
IC

 N
e
t

3
8
/
2
0

5
3
.3

3

3
/
2
0

1
/
1
8

1
1
/
1
8

7
0

4
0

8
/
2
0

総
括

／
地

域
開

発
計

画
制

度
構

築
①

和
田

泰
志

IC
 N

e
t

2

6
0

4
5

7
5

1
2
/
1
5

1
1
/
1

5
/
1
2

7
/
1
0

6
0

4
5

6
0

6
0

6
6

参
加

型
地

域
開

発
支

援
／

業
務

調
整

白
神

博
昭

IC
 N

e
t

5

1
2
7

1
/
1
8

9
/
2
1

1
1
/
2
5

8
/
5

4
/
1

7
0

7
5

7
5

8
0

7
5

参
加

型
地

域
開

発
中

川
　

圓
IC

 N
e
t

3

1
2
1

(5
/
2
5
を

除
く

)
7
/
3
1

4
/
1

6
0

8
0

8
0

4
5

1
2

総
括

／
地

域
開

発
計

画
制

度
構

築
①

和
田

泰
志

IC
 N

e
t

2

3
4

5
6

7
1
1

8
9

1
0

8
9

1
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添付資料6：合同調整委員会議事録等 

 

No 会議名 開催日 開催場所 主な議題 

1 第 1 回合同調整委員会 2017/5/29 

（ミニッツ

なし） 

MEPyD ワークプラン概要の説明・承

認 

2 第 2 回合同調整委員会 2018/3/9 

(ミニッツ署

名日は 5/15) 

MEPyD R/D、PDM および実施体制の

修正 

3 第 3 回合同調整委員会 2019/3/1 

(ミニッツ署

名日は 6/28) 

Moca, 

Espaillat 

地域事務所主導の成果の進捗

確認、今後の活動計画の確認 

4 第 4 回合同調整委員会 

（臨時） 

2020/2/10 MEPyD 成果の進捗確認、デザイン変

更、今後の活動計画の確認 

5 第 5 回合同調整委員会

（臨時） 

2020/12/14 MEPyD 成果の進捗確認、デザイン変

更、今後の活動計画の確認 

6 協力期間延長に係る協

議 

2022/3/31 MEPyD 2023 年 3 月までの協力期間

の延長、次回 JCC 日程の確認 

7 第 6 回合同調整委員会 2022/7/4 MEPyD 成果の進捗確認、延長期間の

活動計画の確認 

8 第 7 回合同調整委員会 2023/2/21 MEPyD 最終成果の確認、C/P による

活動継続の確認 
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添付資料7：その他活動実績 （成果をまとめたホームページ） 
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